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～「出雲力」で 夢☆未来へつなげ 

誰もが笑顔になれるまち～ をめざして 
 

一般会計・特別会計予算の概要 

 
Ⅰ 令和７年度当初予算編成の基本的な考え方 

国は、昨年閣議決定された「国民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済対策」

において、長きにわたったコストカット型経済から脱却し、デフレに後戻りせず、   

「賃上げと投資が牽引する成長型経済」に移行できるかどうかの分岐点にあり、    

国民一人ひとりの賃金・所得が増加していく形で豊かさが実感できるよう、更に政策を

前進させなければならないとしている。 

こうした中、令和７年度地方財政計画では、地方公共団体が様々な行政課題に対応し、

行政サービスを安定的に提供できるよう、地方交付税等の一般財源総額について、   

令和６年度を上回る交付団体ベースで 1.7％増の 63.8 兆円が確保されたが、税収の増や

臨時財政対策債が皆減となったことにより、実質の地方交付税(地方交付税＋臨時財政 

対策債)は、0.2兆円減の 19.0 兆円となっている。 

一方、本市においては、税収や地方交付税などの一般財源総額の増加は見込まれる  

ものの、様々な要因による扶助費など社会保障費の増、物価高騰や賃金上昇による   

諸経費の増、さらには近年実施してきた大規模建設事業の元金償還がはじまるなど、  

多額の一般財源が必要となっている。また、教育施設やコミュニティセンターの建築・

改築、継続的な道路整備などにより、普通建設事業費はここ数年高止まりの傾向が続く

見込みであり、これらの歳出に見合う財源の確保が厳しい状況にあることから、引き  

続き、歳出の重点化や行財政改革の取組を進めていく必要がある。 

このような状況の中で、本市の令和７年度の予算編成においては、出雲市総合振興  

計画「出雲新話 2030」に基づき、「出雲力で 夢☆未来へつなげ 誰もが笑顔になれる  

まち」の将来像実現に向けて、限られた財源で最大限の効果が発揮できるよう配慮し、

編成を行ったところである。 

なお、令和７年度は市長選を控えているため、新規の政策的経費（既に方針を表明  

している施策や継続事業を除く）は６月補正予算計上を予定している。 
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(１)予算総括 
 (単位：百万円) 

区  分 令和７年度当初(A) 令和６年度当初(B) 増減額(C=A-B) 増減率(C/B) 

一般会計 ９１，９６０  ８９，７７０  ２，１９０  ２．４％  

特別会計 ４２，５４０  ４２，１００  ４４０  １．０％  

計 １３４，５００  １３１，８７０ ２，６３０  ２．０％  

【ポイント】 
① 一般会計の予算規模は、平田４地区統合小学校などの普通建設事業費が減となるも
のの、児童手当費など扶助費の大幅増や、賃上げや物価高騰などに伴う人件費や物件費
の増及び公債費の増等により、対前年度比 21.9億円(2.4％)の増となっている。なお、
これらの歳出需要に対応するため、財政調整基金と減債基金を対前年度比 2 億円増の
12億円繰り入れて予算編成を行った。 

② 特別会計では、後期高齢者医療事業及び介護保険事業の負担金や保険給付費の増な
どにより、特別会計全体で 4.4億円(1.0％)の増となっている。 

 

(２)令和７年度地方税・交付税等主な一般財源の収入見込 
 (単位：百万円) 

区  分 
令和７年度 

(A) 

令和６年度 

(B) 

増減額 

(C=A-B) 

増減率 

(C/B) 
地方財政計画 

①市税 ２４，２０７ ２２，７１６ １，４９１ ６．６％ 市町村 5.9％ 

②地方特例交付金 １６０ ８９０ △７３０ △８２．０％ 全国 △82.9％ 

③市税＋地方特例交付金 

(①＋②) 
２４，３６７ ２３，６０６ ７６１ ３．２％ 全国  4.1％ 

④地方交付税 １９，６００ １８，９００ ７００ ３．７％ 全国  1.6％ 

 普通交付税 １７，４００ １６，８００ ６００ ３．６％  

 特別交付税 ２，２００ ２，１００ １００ ４．８％  

⑤臨時財政対策債 ０ １６０ △１６０ 皆減 皆減 

⑥地方交付税＋ 

臨時財政対策債 

(④＋⑤) 

１９，６００ １９，０６０ ５４０ ２．８％ 全国△ 0.9％ 

⑦地方譲与税・交付金 

(地方特例交付金を除く) 
６，３６６ ６，０９２ ２７４ ４．５％  

⑧主な一般財源総額 ※ 

(③＋⑥＋⑦) 
５０，３３３ ４８，７５８ １，５７５ ３．２％ 全国  1.7％ 

※この表は主な一般財源のみを表示しており、使用料や繰入金等を含まないため、30 頁の一般会計歳入予算
額における一般財源とは一致しない。 

【ポイント】 
① 市税については、個人市民税の増収のほか、法人市民税や固定資産税（土地、家屋）
も堅調であり、昨年度、定額減税分が補てんされていた地方特例交付金と合わせて、全
体で 7.6億円の増収を見込んでいる。 

② 実質の地方交付税は、臨時財政対策債が、制度創設以来、初めて新規発行がゼロと 
なったものの、普通交付税が人件費増や物価高への対応等により増加し、全体では 
5.4億円(2.8％)の増となると見込んでいる。 

③ 主な一般財源は、市税や地方交付税の増などにより、15.8億円(3.2％)の増収を見込
んでいる。
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令和７年度当初予算の主要事業 

新規事業(一部含む) ２６事業 

拡充事業      １４事業 

 

★「出雲力」を発揮するための６つのポイント★ 

 

１．出雲のブランド力の活用とＤＸの推進による地域 
経済の発展と人材確保 

①デジタルファースト推進事業≪拡充≫ 
(情報政策課) 

205,200千円 

出雲市デジタルファースト宣言に基づき、デジタルの力を最大限に活用

した取組を推進する。 

(国庫支出金、 

基金繰入金ほか) 

・市民の利便性向上に向けた「書かない窓口」の設置とオンライン申請の促進《拡充》 

・外部専門人材（ＣＤＯ補佐官）の任用 

・ＬＩＮＥ及びＡＩチャットボットを利用した情報発信 

・ＡＩ、ＲＰＡの活用による庁内の業務効率化及びペーパーレス化の推進 

・高齢者向けスマホ教室の開催 

②いずも縁結びＰＡＹ運用事業≪新規≫ 
(商工振興課) 

18,700千円 

官民連携のもと、出雲市デジタル地域通貨である「いずも縁結び PAY」

を運用し、地域経済の活性化を図る。 

・いずも縁結び PAY運用業務委託 

 

③住民情報系システム開発費 
(情報政策課) 

434,100千円 

令和 7 年度までに移行が義務付けられている自治体情報システム標準化

に係るシステム構築経費 等 

(諸収入) 

④企業誘致促進費 
 

(産業政策課) 
394,000千円 

企業立地・誘致活動を積極的に展開するとともに、新規立地企業又は

工場増設等の事業拡張を行った企業に対し助成する。 

 

・工場等の新設・増設に対する助成金 

・中山間地域オフィス開設支援事業助成金 

・IT企業拠点開設トライアル助成金 

・企業誘致支援業務委託 

・(仮称)湖陵工業団地造成事業基本計画策定業務委託 等 
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⑤企業用地関連事業≪一部新規≫ (産業政策課) 601,900千円 

(国庫支出金、市債) 

【企業用地造成事業特別会計】 
○出雲斐川インター企業団地造成事業費 ※令和 3年度からの継続事業 

出雲市への企業立地を促進するため、出雲斐川インター企業団地の

年度内完成をめざす。  造成工事(事業期間：令和 5～7年度) 等 

365,000千円 

○（仮称）湖陵工業団地造成事業費≪新規≫ 
出雲市への企業立地を促進するため、湖陵町大池地内において新た

な工業団地造成を行う。  詳細設計業務委託 

86,000千円 

【一般会計】 
○企業用地造成関連事業 

出雲斐川インター企業団地造成事業に係る関連事業を行う。 

・区域内の道路改良事業、区域周辺の環境整備事業 

43,400千円 

〇工業団地周辺整備事業 
市内の工業団地周辺における渋滞緩和や歩行者の安全確保など、

周辺環境改善のために必要な道路整備等を行う。 

・斐川 2459号線道路改良事業 

107,500千円 

⑥学校ＩＣＴ活用推進関連事業 (教育政策課・学校教育課) 569,800千円 

学校でのＩＣＴの効果的な活用により教育の質の向上を図る。 (基金繰入金) 

○ＩＣＴ活用教育推進事業 
・ＩＣＴ支援員(7人役)業務委託 等 

44,100千円 

○情報環境整備事業 
小・中学校の教育用パソコン等のリース料・保守委託及びいずもオロ

チネットの維持管理経費 

525,700千円 

 

２．頻発化・激甚化する自然災害に備えた防災・減災対策 

①市街地水害解消対策事業≪一部新規≫ 
(道路河川維持課) 

264,600千円 

浸水被害解消に向けた対策検討、対策工事及び調整池の適正な維持

管理を行い、安全な住環境づくりに努める。 

・古井手川改修検討業務委託料《新規》 

・柳荒神川改良工事費《新規》等 

(市債) 

②防災対策費≪一部新規≫ 
(防災安全課) 

64,900千円 
防災対策及び原子力防災対策経費 

・分散型防災備蓄倉庫の整備（整備箇所：コミセン） 

・避難所資機材・非常食料費 

・半島防災対策用備蓄品（自動ラップ式トイレ）《新規》 等 

(県支出金、 

市債ほか) 

③災害防除事業 （道路建設課、農林基盤課) 402,720千円 

(国・県支出金、市債) 
○市 道  対策工事 4か所 
○農 道  県営事業負担金 2か所 
○林 道  測量設計業務委託 1か所、対策工事 1か所  

338,000千円 

25,220千円 

39,500千円 

④原子力防災安全対策基金積立≪新規≫ 
(防災安全課) 

263,300千円 

県の補助金(原子力発電施設等立地地域基盤支援事業(安全確保)補助

金)を基金に積み立て、原子力災害に備えた広域避難計画の実効性向上

に資する事業(避難経路の除雪対策、落石対策)に活用する。 

(県支出金、基金利子) 
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３．キープ１７万人台に向けた取組と中山間地域振興 
の更なる推進 

①ＵＩＪターン＆定住応援事業≪拡充≫ 
 

(縁結び定住課) 
40,600千円 

移住・定住促進を図るため、各種助成金を交付する。 

・いずも暮らしＩターン応援助成事業（家賃）《拡充》 

・移住促進住まいづくり助成事業（取得住宅の固定資産税等相当額） 

・いずも移住リフォーム助成事業（住宅リフォーム費用）《拡充》 等 

(基金繰入金) 

②集落支援事業≪一部新規≫ 
(自治振興課) 

37,850千円 

中山間地域において、各地域の情報・課題を共有しながら、地域の主体的

な取組や「まちづくりビジョン」の策定に向けた支援を行う。 

・地域おこし協力隊員 

<地域連携型>（4人）<企業等連携型>(5人） 

・郵便局と連携した買い物支援実証事業《新規》 等 

 

③農業用除草機械導入支援事業≪新規≫ 
 

(農業振興課) 
15,000千円 

物価高騰対策として、除草作業に必要な機械の購入に係る経費の一部を補助

することで農作業の省力化を促進し、生産効率の向上を図る。 

・対象経費 農地等の除草作業に必要と認められる機械購入費 

・補助率等 1/2以内(補助額：上限 500千円、下限 50千円) 

(国庫支出金) 

 

④地域公共交通関連事業 (交通政策課) 219,000千円 

(県支出金、基金繰入金ほか) 

○出雲市地域公共交通計画推進事業 
市民の生活に必要不可欠な公共交通サービスの確保と、持続可能な地域

公共交通網の構築を目的とした出雲市地域公共交通活性化協議会(ＭＭＯ

いずも)へ負担金を交付する。 

4,260千円 

○定額乗合交通運行事業 
地域の実情に即した新たな地域内交通として、ドアツードアによる定額乗

合交通を運行する。 

・佐田地域定額乗合交通運行委託 

5,300千円 

○バス・タクシー運転手確保支援事業 
交通事業者への支援、ＰＲ活動等を行い、市内バス・タクシーの運転手確

保を図る。 

・移住フェア等参加経費助成、二種免許取得費助成 等 

2,310千円 

○一畑電車活性化事業 
一畑電車沿線地域対策協議会を通じて設備維持等の経費を負担するとと

もに、沿線施設の維持管理を行い、一畑電車の運行維持と利便性の向上を

図る。 

207,130千円 

⑤出雲農業未来の懸け橋事業 
 

(農業振興課) 
80,000千円 

生産者が実施する農業用機械・施設整備等に対し補助する。 (基金繰入金) 

○出雲農業未来の懸け橋事業（農産・特産） 

・集落営農組織、認定農業者等の担い手支援、産地の維持拡大 等 
○出雲農業未来の懸け橋事業（畜産） 

・ブランド化、良質化の支援 等 

55,700千円 

 

24,300千円 
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⑥新出雲農業チャレンジ事業 
 

（農業振興課） 
25,000千円 

地域農業の維持や将来を見据えた先進的な取組等に対し補助する。 

・モデル的・先駆的取組支援（スマート農業、環境にやさしい農業推進 等） 

・中山間地域農業の振興（除草作業省力化支援 等） 

・担い手育成（新規就農支援、農福連携の取組支援 等） 

(基金繰入金) 

⑦森林環境譲与税活用事業 
（森林政策課） 

47,300千円 

森林環境譲与税を活用し、市産材の生産拡大と利用促進、循環型林業

の実現、森林が持つ公益的な機能が発揮できる森づくりを推進する。 

 

 

○攻めの林業推進事業 
・林業事業体、森林所有者等が行う森林整備や林業振興、再造林、担い手 

育成などへの支援 

・市公有林主伐・再造林推進にあたっての調査業務 

・森林資源情報を活用するための、森林情報管理システムの保守・活用 等 

27,700千円 

○市産材利活用・林産物振興事業 
・市産材を使用した住宅建築費補助、木製品・林産物の購入・補助 等 

11,100千円 

○森林機能発揮事業 
・公益的な機能が発揮できる森づくりに対する補助 等 

8,500千円 

⑧農山漁村発イノベーション整備事業 
 

（農業振興課） 
87,345千円 

国の事業採択を受けた農山漁村における地域活性化事業に対し、補助

を行う。 

・事業内容 いちご栽培施設整備 

・事業期間 令和 6～7年度 

(国庫支出金) 

 

 

４．こども・子育てにやさしいまちづくり 

①乳幼児等・子ども医療費助成事業≪拡充≫ (子ども政策課) 849,000千円 

(県支出金ほか) 
○乳幼児等医療費助成事業 

小学校就学前の子ども等に係る医療費の自己負担額を助成する。 

400,000千円 

○子ども医療費助成事業《拡充》 

小・中学生・高校生年代の医療費の自己負担額を一部助成する。 

（令和 7年 4月診療分から、助成対象を高校生年代まで拡大） 

449,000千円 

②こども未来戦略関連事業 
(子ども政策課、 

保育幼稚園課、健康増進課) 
12,918,700千円 

(国・県支出金、負担金) 

○児童手当費 
子育て家庭への児童手当支給経費 

・令和６年１２月支給分から：所得制限の撤廃、高校生年代への支給

対象拡大、第３子以降３万円支給 等 

3,847,000千円 

○児童扶養手当給付費 
ひとり親家庭等への児童扶養手当支給経費 

・令和７年１月支給分から：所得制限の見直し、多子加算増額 

630,000千円 

○私立認可保育所・認定こども園給付費 
私立認可保育所、認定こども園等（53園）の運営に係る費用を給付 

8,425,000千円 
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○こども家庭センター関連事業 
「こども家庭センター」において、母子保健と児童福祉の機能を一体的に

行い、妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援を実施。 

・こども家庭センター（母子保健）事業 

妊産婦及び乳幼児の健康の保持･増進に関する包括的な支援を行う。 

・子ども家庭支援事業 

児童虐待をはじめ、子どもに関する相談全般への対応等を行う。 

16,700千円 

③放課後児童クラブ関連事業 
≪一部新規・拡充≫ 

 

(子ども政策課) 
816,300千円 

保護者が就労等により昼間家庭にいない小学生を対象とした放課後児

童クラブの運営及び入会児童受け入れ確保のための施設整備を行う。 

(国・県支出金、 

市債、使用料) 

○児童クラブ事業 
・各地区児童クラブ運営委員会への委託（41 クラブ） 

 ※児童クラブ職員の処遇改善等に向け、委託基準を改定《拡充》 

・社会福祉法人等への運営費補助（7 クラブ） 

672,000千円 

○児童クラブ施設整備事業≪一部新規≫ 
・出東小児童クラブ改築（事業期間：令和 6～7年度） 

・四絡第 1 児童クラブ、四絡第 3 児童クラブ改修《新規》 

屋内運動場改築工事に伴い既存の建物が支障となるため、 

小学校校舎内に仮設児童クラブを設置 等 

・社会福祉法人に対する施設整備費補助《新規》 

144,300千円 

 

５．住んでよし、訪れてよしの観光まちづくりの推進 

①観光誘客推進事業 
(観光課) 

55,300千円 

「～出雲力で地域と人が輝く～持続可能な観光地域づくり」の実現に向

けて、「365 日楽しめる出雲」と「第二のふるさと出雲」をテーマに、交流人

口・関係人口の拡大を図る。 

(国庫支出金、 

基金繰入金ほか) 

・観光施設情報等の面的ＤＸ推進 

・出雲周遊観光・バスツアー造成 

・「365日楽しめる出雲」のコンテンツ造成及び情報発信 

・旅行商品等販売プラットフォーム導入支援 

・面的 DX化伴走支援 等 

②出雲観光協会支援事業≪一部新規≫ 
(観光課) 

70,500千円 

出雲観光協会が行う情報発信や観光誘客事業等を支援することにより、

観光振興の促進を図る。また、出雲市観光基本計画に基づき、地域ＤＭＯ

(観光地域づくりの司令塔となる法人)化に向けた具体的な検討を進めるた

め、専門人材を活用するとともに、ＤＭＯのマーケティング戦略を策定す

る。 

(国庫支出金) 

・出雲観光協会運営費補助金 

・専門人材の活用《新規》 

・ＤＭＯマーケティング戦略策定支援《新規》 
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③インバウンド推進事業≪一部新規≫ 
(インバウンド推進課) 

57,800千円 

外国人観光客の誘客を図るため、海外への「IZUMO」の情報発信や受

入れ環境整備等を行う。 

・外国語ウェブサイトや SNSを活用した情報発信 

・万博関連誘客促進《新規》 

・海外メディア情報発信・旅行商品造成促進委託 

・訪日団体旅行誘客促進事業補助金 

・インバウンド推進補助金(広島からの高速バス運賃補助) 等 

(国庫支出金、 

基金繰入金ほか) 

④レンタサイクル事業≪一部新規≫ 
(観光課) 

14,200千円 

自転車による周遊型観光を進めるため、シェアサイクルを本格導入する。 

・シェアサイクル業務委託《新規》 等 

(国庫支出金、 

使用料) 

 

６．出雲の美しい自然環境を次世代につなぐ持続可能な 
まちづくり 
①ゼロカーボンシティ加速化事業 

≪一部新規・拡充≫ (環境政策課) 
98,400千円 

「出雲市環境総合計画」に掲げる重点取組を推進するため、環境省交付

金を活用し、ゼロカーボンシティの実現を加速化させる。 

・公共施設への PPA事業を活用した太陽光発電設備等の導入 

（PPA事業：民間事業者所有による設備設置及び維持管理事業） 

・民間事業所への再生可能エネルギー・省エネ設備等の導入補助 

《一部新規》 

・個人住宅への ZEH化補助《拡充》 

（ZEH：断熱性能の向上等による「省エネ」と太陽光発電等による「創エ

ネ」により、エネルギー消費収支をゼロとすることを目的とした住宅） 

・キララトゥーリマキ風力発電所事業補助（リプレイス）《新規》 

(国庫支出金) 

②再生可能エネルギー設備等導入補助事業 
 

(環境政策課) 
20,400千円 

住宅用太陽光発電設備、蓄電池設備、木質バイオマス熱利用設備等の再生

可能エネルギーの導入・利用促進を図るため、導入費用の一部を補助する。 

(県支出金) 

③トキ関連事業 (政策企画課・農業振興課) 79,600千円 

(基金繰入金ほか) 

○トキによるまちづくり事業（政策企画課） 
トキの放鳥、野生復帰に向け、出雲市トキによるまちづくり構想アクショ

ンプラン 2025に基づき、トキの放鳥を心待ちにしていただけるよう普及啓

発事業等を実施し、機運醸成を図る。 

・普及啓発・機運醸成事業、シンポジウム開催など 

5,000千円 

○トキによるまちづくり事業（農業振興課） 
出雲市トキ公開施設及び出雲市トキ学習コーナーの管理運営、トキ保

護増殖事業の普及啓発や生息環境整備に向けた調査等を行う。 

41,900千円 

○トキ飼育事業 
出雲市トキ分散飼育センターにおいて、トキの飼育・繁殖を行う。 

32,700千円 

④新出雲農業チャレンジ事業 
 再掲（9ページ参照） 

25,000千円 

・モデル的・先駆的取組支援（スマート農業、環境にやさしい農業推進 等） 
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★「出雲新話 2030」に掲げる６つの基本方策★ 

 

１．ともに創る  

(1) 海・山・大地の恵みを生かす  

①県営土地改良事業負担 
（農林基盤課） 

259,915千円 

県営事業負担金(長浜園地区県営ほ場整備事業など 13事業) 

・全体事業費 1,778,500千円 

(市債) 

②水産みらい応援事業 
（水産振興課） 

12,000千円 

漁業の活性化を図るため、漁業者等が実施する経営改善、水産資源の 

維持、特産品の開発等の事業に対し助成する。 

(基金繰入金) 

 

③漁業チャレンジ応援事業 
（水産振興課） 

4,800千円 

県の認定を受けた認定新規漁業者に対して、就業支援を目的とする給

付金を支給する。 

・漁業チャレンジ応援事業費補助金 

(県支出金、 

基金繰入金) 

④出雲農業未来の懸け橋事業 
 再掲（8ページ参照） 

80,000千円 

⑤新出雲農業チャレンジ事業 
 再掲（9ページ参照） 

25,000千円 

⑥森林環境譲与税活用事業 
 再掲（9ページ参照） 

47,300千円 

 

(2) 地場企業が地域を支える  

①ミライビジネスいずも運営事業 
(商工振興課) 66,000千円 

ＮＰＯ法人ミライビジネスいずもに、企業活動を拡大するための各種事業

を委託し、地域経済の活性化を図る。 

(基金繰入金) 

・新事業展開：創業塾、企業の持続的発展に資するセミナー 等 

・販路拡大：「おいしい出雲」販売支援事業、販路拡大人材育成支援事業 等 

・ものづくり支援：ものづくり企業視察研修、スキルアップ研修 

・企業活動支援：企業間マッチング、企業交流事業 等 

②地場企業支援事業 
(商工振興課) 

30,290千円 
産学連携による製品開発や伝統工芸事業者への支援、企業のデジタル

化・省力化等促進への支援を行う。 

・中小企業者等デジタル化促進支援補助金  

・伝統工芸体験会の開催等 

(国庫支出金、 

基金繰入金ほか) 
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③創業・事業承継支援事業 
(商工振興課) 

4,500千円 

商工団体等と連携し、創業支援及び事業承継支援を行う。 

・創業エコシステムに向けたセミナーの開催 

・事業承継個別相談会 

・税理士による事業承継相談 等 

(基金繰入金) 

④中小企業融資資金貸付事業 
(商工振興課) 

21,000千円 

県制度融資を運用するため、必要な資金を金融機関に預託する。また、中小・

小規模事業者の県制度融資に係る信用保証料の一部を補助する。 

・島根県小規模企業育成資金・特別資金預託金 

・中小企業信用保証料補助金 ※上限額 50万円 

(基金繰入金) 

⑤いずも縁結びＰＡＹ運用事業≪新規≫ 
 再掲（6ページ参照） 

18,700千円 

 

(3) 多種多様な企業立地を  

①企業用地関連事業≪一部新規≫ 

 再掲（7ページ参照） 601,900千円 

 

(4) 「人財力（じんざいりょく）」で地域産業を“前へ”  

①学生地元就職支援事業≪拡充≫ 
 

(産業政策課) 
7,360千円 

学生の地元就職促進のため、高校から大学就活期までにおける地元就職

機運を醸成する取組を強化する。 

・学生就職支援窓口設置 

・いずも学生登録(LINEを活用した情報発信及び個別相談)《拡充》 

・IT技術者と学生の交流会 

・ものづくり高度人材育成講演会 等 

(国・県支出金) 

②人材確保対策推進事業 
 

(産業政策課) 
7,220千円 

地元企業の人材確保を目的に、出雲地区雇用推進協議会事業やＵＩ 

ターン就職希望者及び外国人住民に対する就職支援を行う。 

・外国人住民雇用企業対象の日本語研修の開催 

・外国人住民就職メンター制度 等 

(県支出金、 

基金繰入金) 

③高度 IT人材誘致と拠点づくり事業 
(産業政策課) 

4,000千円 

官民連携によりＤＸの推進とデジタル人材の確保・育成のため、都市部

や外国からの高度ＩＴ人材を誘致し、ＩＴ産業が集積する拠点づくりを行う。 

・㈱People Cloudへの IT人材・企業誘致プロモーション業務委託 

(基金繰入金) 

④ヒト・モノづくり推進事業 
(産業政策課) 

4,400千円 

ものづくり体験教室等の開催により、将来にわたって必要なヒト・モノづく

りを推進する。 

・島根県認定職業訓練事業「ものづくり実践塾」補助金 

・市内企業向け先端技術セミナー 等 

(基金繰入金) 
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２．ともに守る  

(1) 誰もが「安全・安心」に暮らせるまちに  

①空き家対策事業 (建築住宅課) 36,900千円 

(国・県支出金、基金繰入金) 

○空き家対策事業 
空き家の発生予防、適正管理及び利活用の推進に取り組み、空き家

バンクへの登録を促進する。 

・空家等実態調査経費 

・空き家バンク登録支援事業補助金、空家等対策協議会開催経費 

・空き家対策ウェブサイト制作業務委託 等 

23,400千円 

○空き家安心サポート委託事業 
民間団体への委託により、効果的、継続的な空き家の発生予防、適正

管理の促進、利活用に係る取組を実施する。 

・空き家相談・空き家バンク運営事業委託 

4,000千円 

〇老朽危険空き家等除却事業 
市道等の歩行者や通行車両等への被害防止のため、老朽危険空き

家の除却を行う。 

・老朽危険空き家等除却支援事業補助金 

・所有者等不明老朽危険空き家等緊急対応工事 

9,500千円 

②交通安全対策道路等整備事業 （道路河川維持課、 

道路建設課) 

132,300千円 

(国庫支出金、市債) 
○歩行者等安全対策事業 

道路から歩道の擦り付けが急な箇所について、年次的に改修を進

めていく。 

15,000千円 

○交通安全対策道路整備事業 

安全対策が必要な市道路線を整備する。 

高松 161号線、神門 322号線、鳶巣川跡線、宮内川方線、 

斐川 931号線 

117,300千円 

 

③消防団・水防団関係経費 
(警防課) 

96,740千円 

(諸収入) 
消防団活動の活性化を図る。 

また、消防（水防）団員の活動に応じた報酬を支給する。 

○消防団活性化事業  消防団員の訓練及び団員募集等広報に係る経費 等 

○消防団出場報酬ほか 年額報酬、出場報酬 
○水防団出場報酬   出場報酬 

2,640千円 

91,100千円 

3,000千円 

④消防施設・設備整備≪一部新規≫ (消防総務課、警防課、 

情報指令課) 

220,100千円 

(市債) 

○通信施設・設備整備事業 
指令管制業務の充実強化を図るため、消防緊急通信指令施設を年次

的に更新する。 

・消防車両積載の車両動態端末装置の更新 

34,600千円 

○消防自動車等更新事業 
消防救急体制の充実強化を図るため、高規格救急自動車(１台)、指揮

車(1台)及び指令車(1台)を更新する。 

62,300千円 
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〇コミュニティ消防センター建設事業≪一部新規≫ 
消防団活動の推進及び組織強化を図るため、コミュニティ消防センター

を整備する。 

・湖陵南コミュニティ消防センター整備費 

・小田多岐コミュニティ消防センター実施設計《新規》 等 

47,000千円 

〇積載車整備事業 
火災時等の災害対応力強化のため、消防団車両を更新する。 

・消防団本部指揮車(1台)更新 

7,000千円 

〇その他消防施設整備事業 
耐震性貯水槽、消火栓及び小型動力ポンプ等の整備・更新を図る。 

・久村地区耐震性貯水槽整備費 等 

69,200千円 

⑤防災対策費≪一部新規≫ 
      再掲（7ページ参照） 

64,900千円 

⑥市街地水害解消対策事業≪一部新規≫ 
 再掲（7ページ参照） 

264,600千円 

 

(2) 未来に向けた脱炭素社会へのチャレンジ  

①ごみ減量化・リサイクル推進事業≪拡充≫ 
 

(環境施設課) 
34,400千円 

ごみの減量及び環境負荷軽減のため、食品ロス削減等の啓発、資源ご

みの回収を行う。《拡充》 

(基金繰入金、 

諸収入) 

②ゼロカーボンシティ加速化事業≪一部新規・拡充≫ 
 再掲（11ページ参照） 

98,400千円 

③再生可能エネルギー設備等導入補助事業 
 再掲（11ページ参照） 

20,400千円 

④トキ関連事業 
 再掲（11ページ参照） 

79,600千円 
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３．ともに結ぶ  

(1) 期待（来たい）が膨らむ観光のまち出雲  

①観光振興事業≪一部新規・拡充≫ 
 

(観光課) 
74,200千円 

観光イベントやグリーンスローモビリティ運行への支援、宿泊機能強化対

策、大社周辺交通渋滞対策を実施し、観光客受入体制の充実を図る。 

・観光イベントへの支援、宿泊機能強化対策補助金 

・大社交通渋滞対策実行委員会負担金《拡充》 

・グリーンスローモビリティ運行協議会補助金《新規》 等 

(国庫支出金、 

繰入金ほか) 

②国立公園満喫プロジェクト推進事業 
 

(インバウンド推進課) 
5,750千円 

国立公園満喫プロジェクトを推進するため、国・県と連携し、魅力ある観

光地として受入環境を整備する。 

・満喫プロジェクト島根半島西部協議会負担金 等 

(市債、基金繰入金) 

③神門通り交通広場等管理費≪一部新規≫ 
(観光課) 

80,400千円 

観光客増加等による交通渋滞の緩和を図るため、(仮称)大社新駐車場

を整備する。 

・実施設計業務《新規》 

・用地取得費（土地開発公社からの買戻し） 

(国庫支出金、市債、 

使用料) 

④観光誘客推進事業 
 再掲（10ページ参照） 

55,300千円 

⑤インバウンド推進事業≪一部新規≫ 
 再掲（11ページ参照） 

57,800千円 

⑥レンタサイクル事業≪一部新規≫ 
 再掲（11ページ参照） 

14,200千円 

 

(2) 「住みたい」、「住み続けたい」の縁結び  

①縁結びプロジェクト推進事業 
 

(縁結び定住課) 
6,370千円 

結婚を望む人への婚活支援を行うとともに、市民の結婚支援の気運を醸
成する。 
・婚活支援者・親向けセミナー、婚活イベント開催経費 等 

(県支出金、 

基金繰入金ほか) 

②わくわく出雲生活実現支援事業≪一部新規≫ 
(縁結び定住課) 

15,000千円 

東京圏から移住し、中小企業等に就職した者、又はテレワークを行う者

等に支援金を支給し、移住を促進する。 

・移住支援事業 

・地方就職学生支援事業（就職活動にかかる交通費、移住にかかる移転

費）《一部新規》 等 

(県支出金) 

③ＵＩＪターン＆定住応援事業≪拡充≫ 
 再掲（8ページ参照） 

40,600千円 
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(3) ヒト、モノ、コトを短時間でつなぐ  

①空港対策関連事業 
(交通政策課) 

637,681千円 

出雲空港の機能強化に向けた周辺住民の生活環境の改善及び利用促

進を図る。 

(県支出金、 

市債ほか) 

○出雲空港整備利用促進事業 
出雲空港の利用促進事業を行う 21 世紀出雲空港整備利用促進協議

会等に対する負担金 

13,731千円 

○空港周辺地域対策事業、道路改良事業 
・出雲空港周辺対策協議会運営補助金、生活環境改善事業費補助金 

・高瀬川・天神川橋梁取付道路修繕工事 

64,700千円 

○空港周辺防音工事更新事業費 
空港周辺住民が居住する住宅に係る騒音防止工事更新事業の実施 

等 

114,650千円 

○出雲空港周辺家屋移転先造成事業 
集団移転先に係る宅地造成工事等の実施を依頼している出雲市土地

開発公社に対し、債務負担行為設定に基づき事業実施に係る負担金を

支出する。 

444,600千円 

②国県道路河川整備事業等促進費 
 

(建設企画課) 
14,200千円 

境港出雲道路（8 の字ルート）など、国・県が推進する道路・河川等の整備

事業を促進する各種同盟会の要望活動費及び負担金等  

(諸収入) 

 

(4) あのまち・このまち 出雲を結ぶ  

①中海・宍道湖・大山圏域市長会負担金 
 

(政策企画課) 
39,813千円 

中海・宍道湖・大山圏域の総合的かつ一体的な発展の推進を図るため、

観光、産業及び環境分野を柱とした各種事業に取り組む市長会への負担

金 

(国庫支出金、 

基金繰入金) 

②ジオパーク推進事業 
 

(政策企画課) 
8,000千円 

島根半島・宍道湖中海ジオパークに係る各種事業推進のための負担金 (基金繰入金) 

③国際交流活動補助 
(政策企画課) 

2,360千円 

市内の民間国際交流団体の活動を支援し、国際交流の促進を図る。 

・少年少女海外親善訪問事業補助 等 

(基金繰入金) 

④観光誘客推進事業 

再掲（10ページ参照） 
55,300千円 

・神話の縁結びかみがたりネットワーク・灯台ワールドサミット負担金 
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(5) いにしえの「財（たから）」を守り、活かす  

①旧大社駅関連事業 (文化財課、観光課) 350,657千円 

(国庫支出金、県支出金ほか) 

○旧大社駅保存修理事業 
重要文化財「旧大社駅本屋」の老朽化に伴い、建造物保存修理工事を

行う。        総事業費 1,109,000千円（事業期間:令和 2～7年度） 

228,607千円 

 

○旧大社駅公開活用整備事業 
重要文化財「旧大社駅本屋」の保存修理後の公開及び活用に向けた

展示設備及び防災施設整備を行う。 

 総事業費 144,750千円（事業期間:令和 6～7年度） 

117,050千円 

 

○旧大社駅活用事業 
保存修理工事完了後の利活用の検討、情報発信やイベント等の企画、

実施 

5,000千円 

②文化財保存修理事業≪一部新規≫ 
(文化財課) 

20,100千円 

県指定文化財「須佐神社本殿」保存修理事業補助 

「須佐神社本殿」保存修理事業企画展の実施《新規》 等 
 

③国富中村古墳整備事業≪新規≫ 
(文化財課) 

2,500千円 

国史跡「国富中村古墳」を適切に保存管理し、文化観光資源として活用

するための保存活用計画を策定する。 

(国庫支出金) 

④(仮称)湖陵工業団地造成に伴う 
埋蔵文化財調査≪新規≫ (文化財課) 31,000千円 

造成予定地内の埋蔵文化財の有無について分布調査・試掘調査を実

施する。 

(国庫支出金) 

⑤大社基地跡関連施設群調査・活用事業 
(文化財課) 

6,500千円 

旧海軍大社基地関連施設群の全体像を把握するため、総合調査計画

に基づき、関連施設の分布調査や、基地建設に関する文献及び証言等の

収集を行う。また、調査成果を出雲弥生の森博物館で展示する。 

(基金繰入金) 

 

４．ともに支える  

(1) 「産みたい」「育てたい」を応援  

①不妊治療費等助成事業 
 

（健康増進課) 
32,000千円 

・保険適用の不妊治療（タイミング療法、人工授精、体外受精及び顕微授

精等）に要する費用に対し、年間 15万円を上限に助成 

・不育症治療に要する費用に対し、年度 10万円を上限に助成 

(基金繰入金) 

②出産・子育て伴走型相談支援体制整備 
(健康増進課) 

143,160千円 
（国・県支出金、諸収入） 

妊娠時から出産・子育てまでの伴走型相談支援の充実を図るとともに、 

子育て家庭への経済的支援を一体的に実施する。 

○妊婦のための支援給付事業 
妊娠届出時及び出生届出後にそれぞれ 5万円を給付  

131,700千円 

 

〇妊婦・乳児訪問事業 
妊婦、生後 4か月までの乳児がいる家庭の全戸訪問を実施する。 

4,000千円 
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〇産後ケア事業 

産後 1年以内の母子に対して心身のケアや育児のサポートを行う。 

4,160千円 

 

〇産前・産後サポート事業 

家事育児及び多胎児の外出時の支援を事業所へ委託して行う。 

また、多胎ピアサポーターによる相談支援を行う。 

3,300千円 

 

③妊産婦・乳児一般健康診査事業 
(健康増進課) 

168,000千円 

・妊婦・産婦・乳児の健康診査医療機関委託経費 

・新生児聴覚検査の医療機関委託経費 

(国・県支出金) 

④私立認可保育所補助 
(保育幼稚園課) 

771,700千円 
（国・県支出金、基金繰入金） 

○私立認可保育所等特別事業補助 
私立認可保育所等が行う特別保育事業に対し補助金を交付 

・延長保育、一時預かり、障がい児保育、医療的ケア児保育 等 

326,000千円 

○私立認可保育所いきいき保育事業補助 
私立認可保育所等が保育内容の充実を目的として行う各種事業

に対し補助金を交付 

・加配保育士、栄養士、看護師、保育補助者の配置補助金 等 

118,100千円 

○認可保育所施設整備費補助 
・私立認可保育所の定員増加のための増改築費用の一部補助(2施設) 

伊波野保育園(定員 140人→150人)、荘原保育園(定員 120人→125人) 

・熱中症対策、老朽化に対する小規模改修経費の一部補助(10施設) 

327,600千円 

⑤多文化子育て支援事業 （子ども政策課、 

保育幼稚園課) 
18,010千円 

・ポルトガル語通訳・翻訳員配置(1人) 

・私立認可保育所等への翻訳機購入補助 

・私立認可保育所等への外国籍児童加配職員雇用補助 等 

(国・県支出金、 

基金繰入金) 

⑥子どもの生活・学習支援事業 (福祉推進課、 

子ども政策課) 15,400千円 

生活困窮世帯等の中学生に対し、学力や学習意欲の向上を図るための

学習支援事業を実施する。また、子ども食堂に対し運営費を助成する。 

(国・県支出金、 

基金繰入金ほか)  

○子どもの生活・学習支援事業 
・学習支援事業（対象：住民税非課税世帯）  対象人数：50人 

・子ども食堂運営費、新規開設・事業拡充助成 

9,200千円 

○ひとり親家庭学習支援事業 
・学習支援事業（対象：児童扶養手当受給世帯）  対象人数：60人 

6,200千円 

⑦ヤングケアラー相談支援事業 
（子ども政策課) 

4,000千円 

ヤングケアラーに関する相談窓口等を通し、家庭状況に応じた適切な 

サービスにつなげられるよう、関係機関などと連携して支援を行う。 
(国庫支出金) 

⑧幼児発達相談事業 
（子ども政策課) 

14,200千円 

・巡回相談経費 

・年中児発達相談事業経費 

・発達クリニック経費 等 

(国・県支出金) 

⑨こども未来戦略関連事業 
 再掲（9ページ参照） 

12,918,700千円 

⑩乳幼児等・子ども医療費助成事業≪拡充≫ 
 再掲（9ページ参照） 

849,000千円 
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(2) ワーク・ライフ・バランスで自分らしい生き方を 

①男女共同参画のまちづくり推進事業 
(市民活動支援課) 

5,600千円 

出雲市男女共同参画のまちづくり行動計画に基づく男女共同参画啓発

事業、イクボス関連事業及びＤＶ防止啓発事業を実施する。また、次期まち

づくり行動計画策定のため、男女共同参画市民意識調査を実施する。 

(国庫支出金、 

基金繰入金) 

・イクボス関連事業：セミナー開催、イクボス宣言企業登録啓発経費 

・男女共同参画関連講座 等 

・男女共同参画市民意識調査実施経費 等 

 

(3) いつまでも元気、ずっと現役で  

①がん検診事業 
(健康増進課) 

106,700千円 

がんの予防及び早期発見を推進するため、がん検診受診率向上、 

がん検診の普及啓発に関する事業を実施する。 

(国庫支出金、 

諸収入) 

②感染症対策事業≪一部新規≫ 
(健康増進課) 

850,000千円 

感染症の疾病発病、重症化防止やまん延を防止するため、予防接種等

の対策事業を実施する。 

・子どもの予防接種、高齢者インフルエンザ、高齢者新型コロナ、 

高齢者帯状疱疹《新規》 等 

(国・県支出金、 

諸収入) 

 

(4) 誰もが大切にされる社会をめざして  

①社会同和教育推進事業 
(人権同和政策課) 

4,000千円 

同和問題をはじめとするさまざまな人権問題の解決をめざして、「出雲市人権

施策推進基本方針」に基づき、人権教育・啓発の取組を推進する。 

・各種講演会・研修会開催、出雲市同和教育・啓発推進会議の活動支援 等 

(県支出金) 

②多文化共生推進事業  

(政策企画課) 
14,340千円 

市内に居住する外国人住民が定住傾向にある中で、国籍、民族、文化

が異なる人々が共生・協働する社会を構築する。 

・ポルトガル語通訳・翻訳支援員の配置(3名) 

・日本語ボランティア教室活動支援 等 

(基金繰入金) 

③介護人材等確保関連事業 

(高齢者福祉課、 

医療介護連携課) 86,500千円 

(県支出金、繰入金) 

○地域医療介護総合確保推進事業 
介護人材確保・定着に係る各種施策を推進する。【県補助事業】 

・ＨＰ等による介護情報の発信、中学生向け講座、各種交流会・ 

研修会、研修費補助 等 

3,800千円 

○訪問診療・訪問看護確保対策事業 
条件不利地域における訪問診療・訪問看護実施事業者に補助金を交

付する。 

27,000千円 
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【介護保険事業特別会計】 
○介護人材確保・定着推進事業 

長期的な介護人材の確保及び定着推進を図る。【市独自事業】 

・条件不利地域における訪問サービス実施事業者に対する経費の一

部を補助 

・外国人介護人材を雇用した事業者に対する必要経費の一部補助 

 

55,700千円 

④男女共同参画のまちづくり推進事業 
再掲（20ページ参照） 

5,600千円 

 

(5) ぬくもりのある福祉サービスを  

①重層的支援体制整備事業 
(福祉推進課、 
高齢者福祉課、 

医療介護連携課、
健康増進課、 
子ども政策課) 

502,460千円 

複雑化・複合化した課題を抱える地域住民に寄り添

い、包括的な支援を行う。 (国・県支出金ほか) 
○福祉総合相談支援事業 

・福祉総合相談支援事業委託 

14,800千円 

○生活困窮分野（生活困窮者自立相談支援事業） 
・生活困窮者に対し、自立に向けた包括的な支援を実施 

31,500千円 

○介護分野 
（生活支援体制整備事業、高齢者あんしん支援センター運営事業等） 241,760千円 

○障がい分野（障がい者相談支援事業、地域活動支援センター事業） 107,800千円 

○子ども分野（子育て支援センター運営事業ほか） 106,600千円 

 

(6) 地域とともに持続可能な中山間地域を  

①出雲生活バスサービス事業 
(交通政策課) 

278,520千円 

生活バスの運行経費 等 
○廃止代替バス路線運行委託及びバス運行対策費補助 等 
○平田生活バス・多伎循環バス運行経費 
○生活バス更新(3台) 

（県支出金、使用料ほか) 

106,100千円 

150,520千円 

21,900千円 

②活力あふれる中山間地域づくり事業 
(自治振興課) 

3,000千円 

中山間地域におけるくらしの維持及び地域活性化に向け、庁内横断的な

検討会議を開催するとともに、地域の主体的な取組支援を強化する。 

・元気！やる気！地域応援補助金 

中山間地域特別枠：上限 500千円×4地区 

まちづくりビジョン作成枠：上限 1,000千円×1地区 

 

③高齢者いきいき生活支援事業 
(高齢者福祉課) 

2,700千円 

緊急通報装置の設置補助、高齢者福祉タクシー券の交付等により高齢者

の在宅生活を支援する。 

（高齢者福祉タクシーの距離要件：最寄りの駅やバス停まで、中山間地域

は 200 メートル以上、その他の地域は 500 メートル以上） 

 

④有害鳥獣被害対策事業 
(森林政策課) 

99,000千円 

シカ、イノシシなど有害鳥獣対策として、捕獲活動による駆除や電気

牧柵・防護ネット等による被害防止施設の設置補助、出雲市有害鳥獣

被害対策協議会への補助 

(県支出金) 
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⑤未来につなぐ中山間地域道路環境整備事業 （農林基盤課、 

道路河川維持課) 
47,000千円 

中山間地域において通行の安全性の向上を図るため、路肩の防草コンク

リート整備や法面の支障木伐採を行う。 

・支障木伐採及び路肩改良工事費 

〇市道 ※R6～R7年度は国交付金を活用し事業費を増額 
〇農道・林道 

(国庫支出金、 

基金繰入金) 

 

40,000千円 

7,000千円 

⑥まちづくり活動支援助成事業 
(道路河川維持課) 

15,600千円 

自治会等がボランティアで行う道路・河川除草活動への助成を行う。 (基金繰入金) 

〇道路除草  10,000千円 
除草 10mあたり助成額：片側除草 100円（両側除草 200円） 

〇河川除草  5,600千円 
参加者 1名あたりの助成額：750円 

⑦地域公共交通関連事業 
 再掲（8ページ参照） 

219,000千円 

⑧集落支援事業≪一部新規≫ 
 再掲（8ページ参照） 

37,850千円 

⑨ＵＩＪターン＆定住応援事業≪拡充≫ 
 再掲（8ページ参照） 

40,600千円 

⑩介護人材等確保関連事業 
 再掲（20ページ参照） 

86,500千円 

⑪企業誘致促進費 
 再掲（6ページ参照） 

394,000千円 

・中山間地域オフィス開設支援事業助成 

⑫観光誘客推進事業 
 再掲（10ページ参照） 

55,300千円 

⑬新出雲農業チャレンジ事業 
再掲（9ページ参照） 

25,000千円 

⑭森林環境譲与税活用事業 
 再掲（9ページ参照） 

47,300千円 

⑮漁業チャレンジ応援事業 
 再掲（12ページ参照） 

4,800千円 

 

(7) 出雲のインフラを整え「安心」を支える  

①道路整備事業 （道路建設課、都市計画課) 
1,433,900千円 

(国庫支出金、市債) 
○幹線道路整備事業(道路建設課分) 

(第 2次幹線市道整備 10か年計画［平成 30～令和 9年度］分) 
高松 95号線、今市川跡日下線、湖陵神西新町線、 

吉葉線、船津所原線、中筋浜線、国富大津線、伊野本線、 

才谷毛津線、城川御幡線、井手上新線、馬渡恵美須線、 

荘原三絡線、新川中央線 

1,342,900千円 

(その他市道整備分) 
今市 6号線、高松 301号線 

 

○幹線道路整備事業(都市計画課分) 
大津新崎渡橋線、斐川 4号線 

91,000千円 
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②街路事業 (都市計画課) 
214,400千円 

(国庫支出金、市債) 
○市街路整備事業 

高砂町渡橋線(2工区)、下沢高西線(3工区)、塩冶一の谷線 
163,000千円 

○県街路整備事業(負担金) 
神門通り線(2工区) 

51,400千円 

③生活環境道路・下水路改良事業 (道路河川維持課) 
395,000千円 

(国庫支出金、市債) 
○生活環境道路改良事業 

第 6次生活環境道路改良事業計画(令和 5～7年度)に基づき、生活

に密着した道路の拡幅、舗装改良、側溝改良等を実施する。 

※事業進捗を図るため、令和 6～７年度は国交付金を活用し事業費

を増額 

340,000千円 

○生活環境下水路改良事業 
第 6次生活環境下水路改良事業計画(令和 5～7年度)に基づき、生

活に密着した下水路の改良を実施する。 

55,000千円 

④交通安全対策道路等整備事業 
 再掲（14ページ参照） 

132,300千円 

⑤道路施設省エネルギー化事業≪拡充≫ 
（道路河川維持課) 

40,000千円 

老朽化により早期に対策を講じる必要のある道路照明灯について、

ＬＥＤ照明灯への更新（事業費を拡充） 
(国庫支出金、市債) 

⑥公共施設長寿命化事業 
≪一部新規≫ 

（道路建設課、農林基盤課、 

水産振興課、教育施設課) 
808,700千円 

各種施設修繕・長寿命化計画や定期点検結果等に基づき、公共施

設の計画的改修を行う。 

(国・県支出金、市債) 

○公共土木施設長寿命化事業 
・修繕設計業務委託、修繕工事 道路橋 13橋・門型標識修繕１施設、

歩道橋修繕１施設 

246,000千円 

○舗装改良事業 
(出雲市舗装修繕計画［令和 6～10年度］分) 
・塩冶 351号線、西浜中央線、斐川 32号線、斐川 610号線 

150,000千円 

○農道施設・林道施設長寿命化対策事業 
・農道 橋梁点検業務委託 1橋、トンネル点検業務委託 1か所、 

県営事業負担金 2か所 

・林道 橋梁点検業務委託 21橋、補修工事 5か所 

14,800千円 

○漁港等長寿命化事業 
・次期 10か年漁港長寿命化計画調査業務委託、積算業務委託１港、 

長寿命化対策工事費 1港 

51,400千円 

○小学校・幼稚園長寿命化事業≪一部新規≫ 
計画的な老朽改修と教育環境の質的向上整備を行う。 

・大規模改修、バリアフリー改修 等 

346,500千円 

⑦公共施設リフレッシュ事業 （自治振興課、建築住宅課、 

教育施設課) 
410,400千円 

公共施設の計画的な耐震補強、維持補修工事等を行う。 (国庫支出金、市債ほか) 

○コミュニティセンターリフレッシュ事業 
・多伎コミュニティセンター耐震補強基本・実施設計 

・神西コミュニティセンターエアコン・照明更新工事 等 

84,100千円 
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○市営住宅リフレッシュ事業 
・一の谷住宅外壁等改修工事 

・祥雲荘住宅屋根修繕工事 

・給水設備の機能改善工事(給水圧力向上)の実施設計業務委託 等 

137,800千円 

〇校舎・園舎リフレッシュ事業 
・老朽化、危険箇所補修 

188,500千円 

⑧斐川行政センター整備事業 
(管財契約課) 

711,500千円 

老朽化が著しい斐川行政センターの本館・西分庁舎外解体工事及び多

目的棟建設工事等を実施する。 (事業期間:令和 3～8年度) 

(市債、基金繰入金) 

⑨都市計画事務費≪一部新規≫ 
(都市計画課) 

12,000千円 

・都市計画マスタープラン策定業務委託 

・立地適正化計画策定業務委託《新規》 等 

(国・県支出金、 

手数料ほか) 

⑩国土調査事業 
(地籍調査課) 

122,800千円 

毎筆の土地の境界等を調査し、測量及び面積の測定を行い、地図及び

簿冊を作成する。山林の筆界調査は、リモートセンシングデータを活用し、

事業進捗を図る。 

(国・県支出金、 

手数料) 

 

５．ともに育む  

(1) 家庭・地域・学校で育む出雲の教育を  

①学校図書館活用事業≪拡充≫  

(学校教育課) 
106,000千円 

小学校に学校司書(学びのサポーター)、中学校に学校司書（読書ヘル

パー）を配置するとともに、学校図書館図書及び新聞を購入し、学校図書

館を活用した教育の充実を図る。 

・学校司書(学びのサポーター)26校→29校《拡充》 

(県支出金、 

基金繰入金) 

②帰国・外国籍児童生徒支援事業  

(学校教育課) 
75,100千円 

日本語指導が必要な児童生徒への日本語指導、教科指導及び学校生活適

応支援を実施する。 

・日本語指導員(20人)、日本語指導補助員(4人)、通訳・翻訳支援員(4人) 

(県支出金、 

基金繰入金) 

③外国語教育推進事業  

(学校教育課) 
102,500千円 

外国語指導助手(ＡＬＴ)による中学校外国語授業及び英語指導助手 

(ＡＥＴ)による小学校外国語科授業・外国語活動の支援を実施する。 

・外国語指導助手（ＡＬＴ）6人、英語指導助手(ＡＥＴ)18人 

(諸収入) 

④地域学校協働活動推進事業≪拡充≫  

(教育政策課) 
2,300千円 

中学校区に地域学校協働活動推進員を配置し、地域全体で子どもたち

の学びや成長を支える仕組みづくりを行う。 

・地域学校協働活動推進員の配置 14人(新規配置 2人)《拡充》 等 

(県支出金) 

⑤学力向上推進事業 
(学校教育課) 

14,600千円 

児童生徒の学力向上を図るための事業を実施するとともに、学校や教職

員の主体的な研究・研修や実践的な取組を支援する。 

・教育指導員の配置(2人) 等 

(基金繰入金) 
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⑥不登校対策関連事業≪拡充≫ (児童生徒支援課) 141,600千円 

(県支出金) 

○不登校対策事業 
不登校及び不登校傾向の児童生徒の社会的自立や学校復帰のため、本

人及び保護者に対する支援、相談を行うとともに、ICT 機器の活用により、教

室に入りづらい児童生徒の授業等への参加機会を確保する。 

・不登校相談員の配置（小学校 12校、全中学校 14校） 等 

47,600千円 

○教育支援センター運営事業≪拡充≫ 
すずらん教室、光人塾、コスモス教室において、不登校児童生徒の支援を

行うとともに、ICT 機器の活用により、児童生徒の状況やニーズに応じた学習

支援・相談を行う。対象者の増加に対応するため、平田福祉館 2 階を活用

し、光人塾分教室を整備する。 

・主任指導員 5人→6人《拡充》 

・指導員 21人→22人《拡充》 等 

87,000千円 

○スクールソーシャルワーカー活用事業≪拡充≫ 
いじめや不登校、児童虐待等の問題を抱える児童生徒や保護者、学校を

支援するため、スクールソーシャルワーカーを配置し、学校に派遣する。 

  ・1人あたり活動時間 141時間/年→197時間/年《拡充》 等 

7,000千円 

⑦学校ＩＣＴ活用推進関連事業 
再掲（7ページ参照） 

569,800千円 

⑧中学校部活動関連事業≪拡充≫ (児童生徒支援課) 
20,440千円 

(県支出金、基金繰入金) 
○中学校部活動指導員等配置事業≪拡充≫ 

中学校の部活動において、実技指導力を備えた地域の社会人指導者を

配置し、部活動指導の充実と教職員の勤務負担軽減を図る。 

・部活動指導員 22人→26 人《拡充》、地域指導者 31人→30 人 

20,200千円 

○中学校部活動地域移行検討事業 
中学校部活動地域移行検討委員会において、市立中学校における部活

動のあり方等の検討を行う。 

240千円 

⑨小・中学校、幼稚園整備事業≪一部新規≫ 
 

(保育幼稚園課､ 
教育施設課) 

501,700千円 

【耐震化改修】 (国庫支出金、市債) 

○大津小学校屋内運動場改築事業 
老朽化し耐震性が劣る屋内運動場の改築に伴い校庭整備等を行う。

(事業期間：令和 3～7年度) 

92,900千円 

【教室不足対策】  

○西野小学校校舎増築事業 
普通教室不足対策のため、校舎増築を行う。 

(事業期間：令和 6～8年度) 

258,800千円 

○大津小学校改修事業≪新規≫ 
普通教室不足対策のため、内部改修に係る実施設計を行う。 

1,100千円 

【老朽化対策等】  

○四絡小学校屋内運動場改築事業 
老朽化が著しく狭隘な屋内運動場の改築に係る実施設計、既設プー

ル解体工事等を行う。 

73,400千円 

○北陽小学校屋内運動場改築事業≪新規≫ 
老朽化が著しく狭隘な屋内運動場の改築に係る造成設計、耐力度調

査等を行う。 

29,500千円 

○長浜小学校校舎改築事業 
老朽化の著しい東校舎の改築に係る実施設計等を行う。 

36,500千円 
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○エアコン整備事業(中学校) 
中学校の特別教室（美術室、技術室、家庭科室）のエアコンを年次的

に整備する。 

・実施設計業務（6校） 

4,500千円 

○エアコン整備事業(幼稚園)≪新規≫ 
幼稚園の遊戯室のエアコンを年次的に整備する。 

・実施設計業務（8園） 

5,000千円 

 

(2) 人が地域を、地域が人を育てる  

①コミュニティ活動促進事業 
(自治振興課) 

11,830千円 

自治会への加入促進及び脱退防止を図るため、地域のコミュニティづくりや

地域が主体となって行う取組を支援する。 

・自治会支援アドバイザー業務委託、地域コミュニティづくり支援補助金 等 

(財産収入) 

②コミュニティセンター整備事業 (自治振興課) 339,140千円 

(市債) 

○北浜コミュニティセンター整備事業 
北浜コミュニティセンターを旧北浜小学校へ移転するため、改修工事

を行う。 

228,500千円 

○久木コミュニティセンター整備事業 
近隣の市所有の敷地に移転する予定の久木コミュニティセンターの建

物設計業務、地質調査業務を行う。 

26,540千円 

○コミュニティセンターリフレッシュ事業 再掲（23ページ参照） 84,100千円 

③市民協働推進事業 
(市民活動支援課) 

5,057千円 

市民活動を支援するため、市民団体が市と協働して地域課題の解決

をめざす、他地域のモデルとなる活動に対して補助を行う。 

補助率：10/10、上限：50万円 

(基金繰入金、 

諸収入) 

 

６．ともに楽しむ  

(1) 芸術文化で豊かな出雲を  

①各種文化イベント等開催 (文化スポーツ課) 
72,500千円 

（基金繰入金） 
○出雲総合芸術文化祭開催事業 

出雲市芸術文化振興財団等と連携し実施する第 31 回出雲総合芸術

文化祭及び文化施設展示事業の事業費の一部を負担する。 

68,000千円 

○かみあり吹奏楽フェスタ開催補助 
「音楽のまち出雲」の推進と音楽レベルの向上を図るため、「出雲ドー

ムかみあり吹奏楽フェスタ」を支援する。開催日：令和 7年 11月 1日(土) 

4,500千円 

②出雲芸術アカデミー運営事業 
(文化スポーツ課) 

21,000千円 

出雲市芸術文化振興財団が行う出雲芸術アカデミー事業に対し、事業

費の一部を負担する。 

・各種講座(指導者育成)、演奏会の実施 

・アウトリーチ活動(出前講座・出前演奏) 

（基金繰入金） 
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(2) スポーツで元気な出雲を  

①出雲の「いいね！」発信事業 

（プロスポーツ化支援） 
 

(文化スポーツ課) 
13,000千円 

出雲の魅力発信や地域の一体感の醸成を図るため、女子プロサッカー 

リーグ「ＷＥリーグ」参入をめざす地元の女子サッカーチーム「ディオッサ出

雲 FC」を支援する。 

(基金繰入金) 

②各種スポーツイベント開催関係事業 (文化スポーツ課) 256,900千円 
(県支出金、基金繰入金ほか) 

○出雲駅伝開催負担 
「第 37回出雲駅伝」開催経費の一部を負担する。 

開催日：令和 7年 10月 13日(月・祝） （予定） 

35,000千円 

○出雲陸上開催負担 
「吉岡隆徳記念第 79回出雲陸上競技大会」開催経費の一部を負担する。 

開催日：令和 7年 4月 12日(土)・13日(日) 

3,000千円 

○スポーツ振興事業 
スポーツイベントの開催補助金、全国大会出場者への激励金交付及びス

ポーツ教室実施など市民のスポーツ活動の振興を図る。 

・ソフトボール女子元オリンピアンによるソフトボール教室 等 

47,700千円 

○全国高等学校総合体育大会開催事業 
令和7年度に開催される全国高等学校総合体育大会に向け設立する実行

委員会の経費の一部を負担する。 

開催日 ： 令和７年７月３１日（金）～８月３日（日） 

8,500千円 

○宍道湖公園施設整備費 
国民スポーツ大会の冬季競技練習拠点となる、湖遊館のメインリンク冷却

管及び連絡配管更新工事等を行う。 

162,700千円 

 

(3) 誰もの「学びたい」を実現  

①生涯学習推進事業  

(市民活動支援課) 
3,950千円 

生涯学習講座の開催等を通じ、市民の生涯学習の充実を図る。 (諸収入) 

②図書館管理運営経費 (出雲中央図書館) 281,500千円 

(基金繰入金、市債ほか) 
○図書館管理運営費 

市内７図書館の管理運営、ネットワーク化経費 
251,500千円 

○図書・資料整備費 
市内７図書館の図書・資料購入費 

30,000千円 
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(4) 出雲の魅力、発信します  

①「日本の心のふるさと出雲」 

応援寄附事業 
 

(縁結び定住課) 
2,186,503 千円 

ふるさと納税制度「日本の心のふるさと出雲」応援寄附に関するＰＲを行

い、寄附者に対して特産品等を進呈する。また、寄附金を基金に積立て各

種事業に有効に活用する。 

(寄附金、基金利子) 

〇返礼品進呈経費等 
〇基金積立 

683,000千円 

1,503,503千円  

②出雲の「いいね！」発信事業 
(縁結び定住課・ 

文化スポーツ課) 
15,270千円 

(県支出金、基金繰入金ほか) 
○縁結び情報発信 

「訪ねてみたい」「住んでみたい」「住み続けたい」とより一層感じてもら

えるよう、縁結びのまち出雲の魅力を積極的に発信する。 

・出雲暮らし情報の発信、神在月出雲・縁結びのまち出雲のＰＲ 等 

2,270千円 

○プロスポーツ化支援 再掲（27ページ参照） 13,000千円 

 

７．その他  

①過年発生補助・単独災害復旧事業 (道路河川維持課・ 

農林基盤課) 
300,000千円 

令和 5年 7月、令和 6年 7月及び 11月の大雨による災害復旧費 
〇公共土木施設 
〇農地及び農業用施設 

(国・県支出金、分担金ほか) 

288,000千円 

12,000千円 

②体育施設解体事業費≪新規≫ 
(文化スポーツ課) 

25,300千円 

出雲市総合体育館の整備に伴い廃止となる 3 つの体育館のうち、旧出

雲体育館及び斐川第 2 体育館について、解体工事実施に向けての調査・

設計を行う 

(市債) 
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Ⅱ 令和７年度当初予算の概要 

(１)各会計別予算額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国県支出金 地方債 その他

42,540,000 19,713,430 406,000 15,214,898 7,205,672 42,100,000 440,000 1.0%

１ 国 民 健 康 保険 事業 17,297,000 12,544,862 0 3,472,170 1,279,968 17,272,000 25,000 0.1%

２ 国保橋波診療所事業 11,000 0 0 3,600 7,400 10,000 1,000 10.0%

３ 診 療 所 事 業 85,000 8,165 0 72,835 4,000 85,000 0 0.0%

４ 後期高齢者医療事業 5,131,600 0 0 2,344,700 2,786,900 4,922,200 209,400 4.3%

５ 介 護 保 険 事 業 19,403,000 7,160,403 0 9,255,554 2,987,043 19,169,000 234,000 1.2%

６ 浄 化 槽 設 置 事 業 141,200 0 0 62,839 78,361 138,500 2,700 1.9%

７ 企 業 用 地 造成 事業 468,000 0 406,000 0 62,000 485,000 △ 17,000 △ 3.5%

８
高 野 令 一
育 英 奨 学 事 業

3,200 0 0 3,200 0 3,800 △ 600 △ 15.8%

- 風 力 発 電 事 業 - - - - - 14,500 △ 14,500 皆減

91,960,000

24,445,014

7,342,400

43,249,550

（単位：千円）

令 和 6 年 度
予 算 額

増減率

特 別 会 計

89,770,0009,230,116 51,851,364

131,870,000

23,536,120

区　　　　分
令 和 7 年 度
予 算 額

特　　　定　　　財　　　源 一般財源
（一般会計
繰入金）

一 般 会 計

合　　　計 59,057,036134,500,000

増減額

2,190,000

2,630,000

2.4%

7,748,400 2.0%
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(２)一般会計歳入予算額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「1 市税」から「13 交通安全対策特別交付金」の一般財源の合計が、6 ページの「⑵令和７

年度地方税・交付税等主な一般財源の収入見込」の⑧主な一般財源総額と一致する。 

※市が自主的に収入し得る市税、分担金、負担金、使用料、手数料等の自主財源とそれ以外の

依存財源に分類できる。令和 7 年度当初予算では、歳入全体に占める自主財源の比率が 38.0％

(R6：36.6%)となっている。

（単位：千円）

令和6年度

予算額 構成比 左の一般財源 構成比 予算額

１ 市 税 24,207,000 26.3% 24,207,000 46.7% 22,716,000 1,491,000 6.6%

２ 地 方 譲 与 税 1,219,100 1.3% 1,219,100 2.4% 1,184,900 34,200 2.9%

３ 利 子 割 交 付 金 20,000 0.0% 20,000 0.0% 18,000 2,000 11.1%

４ 配 当 割 交 付 金 114,000 0.1% 114,000 0.2% 95,000 19,000 20.0%

５ 株式等譲渡所得割交付金 176,000 0.2% 176,000 0.3% 105,000 71,000 67.6%

６ 法人事業税交付金 420,000 0.5% 420,000 0.8% 400,000 20,000 5.0%

７ 地方消費税交付金 4,290,000 4.7% 4,290,000 8.3% 4,170,000 120,000 2.9%

８ ゴル フ場 利用 税交 付金 35,000 0.0% 35,000 0.1% 35,000 0 0.0%

９ 環境性能割交付金 70,000 0.1% 70,000 0.1% 62,000 8,000 12.9%

10 国有提供施設助成交付金 1,000 0.0% 1,000 0.0% 1,000 0 0.0%

11 地 方 特 例 交 付 金 160,000 0.2% 160,000 0.3% 890,000 △ 730,000 △ 82.0%

12 地 方 交 付 税 19,600,000 21.3% 19,600,000 37.8% 18,900,000 700,000 3.7%

13
交 通 安 全 対 策 特 別
交 付 金

21,000 0.0% 21,000 0.0% 21,000 0 0.0%

14 分担金及び負担金 697,417 0.8% 0 0.0% 724,704 △ 27,287 △ 3.8%

15 使用料及び手数料 1,650,848 1.8% 73,717 0.2% 1,660,173 △ 9,325 △ 0.6%

16 国 庫 支 出 金 15,241,380 16.6% 0 0.0% 14,470,473 770,907 5.3%

17 県 支 出 金 8,314,360 9.0% 19,620 0.1% 7,387,980 926,380 12.5%

18 財 産 収 入 142,416 0.2% 121,142 0.2% 122,111 20,305 16.6%

19 寄 附 金 1,508,297 1.6% 0 0.0% 1,009,479 498,818 49.4%

20 繰 入 金 3,382,069 3.7% 1,200,000 2.3% 3,348,011 34,058 1.0%

21 繰 越 金 10 0.0% 10 0.0% 10 0 0.0%

22 諸 収 入 3,347,703 3.6% 103,775 0.2% 3,278,059 69,644 2.1%

23 市 債 7,342,400 8.0% 0 0.0% 9,171,100 △ 1,828,700 △ 19.9%

うち臨時財政対策債 0 0.0% 0 0.0% 160,000 △ 160,000 皆減

34,935,760 38.0% 25,705,644 49.6% 32,858,547 2,077,213 6.3%

57,024,240 62.0% 26,145,720 50.4% 56,911,453 112,787 0.2%

区　         分
令和7年度

増減額 増減率

7,342,400 8.0%

100.0% 89,770,00091,960,000 100.0% 51,851,364

△ 1,668,700 △ 18.5%0.0%

2,190,000 2.4%

自主財源　計

依存財源　計

合　計

うち建設事業等債 0 9,011,100
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《歳入のポイント》  ( )内は前年度対比額、単位：百万円 

●市 税 収入見込み額を計上 

個人市民税 8,914(+881)、法人市民税 2,108(+231)、固定資産税

11,162(+325)、軽自動車税 770(+16)、市たばこ税 1,061(+37)など 

  

●地方消費税交付金 交付見込み額を計上 4,290(+120) 

  

●地方特例交付金 160(△730)[うち定額減税減収補填分△700] 

  

●地 方 交 付 税 地方公務員の給与改定に要する経費が単位費用に反映されたことなどに

よる 19,600(+700) 

  

●分担金及び負担金 旧出雲エネルギーセンター関連他市・組合負担金 12(△4)、私立・公立保

育所保育料 621(△23)など 

  

●国 庫 支 出 金  児童手当費 3,143(+896)、私立認可保育所・認定こども園給付費

4,040(+369)、障がい福祉サービス給付 2,660(+210)、妊婦のための支援

給付事業 皆増(+128)、デジタルファースト推進事業 皆増(+120)、地方道

改修事業(社会資本整備)718(△14)、物価高騰対応重点支援地方創生臨時

交付金 109(△68)、出産・子育て応援交付金事業 皆減(△90)、大津小学

校屋内運動場改築事業 皆減(△109)、街路整備事業 28(△137)、旧出雲エ

ネルギーセンター解体費 皆減(△189)、平田４地区統合小学校整備事業 

皆減(△415)など 

  

●県 支 出 金 原子力防災安全対策基金積立 皆増(+263)、出雲空港周辺家屋移転先造成

事業 皆増(+222)、私立認可保育所・認定こども園給付費 1,632(+117)、

障がい福祉サービス給付事業 1,330(+105)、子ども医療費助成事業

160(+97)、空港周辺防音工事更新事業 107(+94)、農業用施設維持管理費

133(+89)、国勢調査事務費 69(+68)、観光地・観光産業の再生・高付加価

値化事業 皆減(△53)、空港周辺地域対策事業 4(△60)など 

  

●寄 附 金 「日本の心のふるさと出雲」応援寄附金 1,500(+500)など 

  

●繰 入 金 減債基金繰入金 700(+200)、「日本の心のふるさと出雲」応援基金繰入金

1,635(+142)、障がい者のための意宇の湖保健医療福祉体制強化基金繰入

金 皆増(+6)、奨学事業基金繰入金 皆増(+3)、公共施設整備基金繰入金

46(△321)など 

  

●諸 収 入 神戸川電源開発交付金 58(+34)、デジタル基盤改革支援補助金 399(+23)、

後期高齢者受託事業収入 45(+23)、出雲エネルギーセンター売電収入

438(△7)など 

  

●市 債 建設事業等債(災害復旧債除く)7,084(△1,544)、災害復旧債 258(△125)、

臨時財政対策債 皆減(△160) 
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(３)一般会計歳出予算額(目的別) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《歳出目的別のポイント》  ( )内は前年度対比額、単位：百万円 

●議 会 費 議会人件費 272(+10)などにより、全体で対前年比 5.4％の増(+21)と  

なった。 
  
●総 務 費 「日本の心のふるさと出雲」応援寄附事業基金積立 1,504(+503)、出雲

空港周辺家屋移転先造成事業 皆増(+445)、斐川行政センター整備事業

712(+215)、「日本の心のふるさと出雲」応援寄附事業 683(+203)、住民

情報系システム運用費 458(+193)、デジタルファースト推進事業

205(+130)の増、平田行政センター・平田コミュニティセンター複合施設

整備事業 73(△498)の減などにより、全体で対前年比 14.2％の増

(+1,300)となった。 

 

  

（単位：千円）

令和６年度

予算額 構成比 左の一般財源 構成比 予算額

１ 議 会 費 409,934 0.4% 409,934 0.8% 389,090 20,844 5.4%

２ 総 務 費 10,482,872 11.4% 5,778,017 11.1% 9,182,482 1,300,390 14.2%

３ 民 生 費 33,464,528 36.4% 13,810,316 26.6% 31,052,016 2,412,512 7.8%

４ 衛 生 費 6,234,432 6.8% 3,970,472 7.7% 6,543,431 △ 308,999 △ 4.7%

５ 労 働 費 110,320 0.1% 28,897 0.1% 109,170 1,150 1.1%

６ 農 林 水 産 業 費 4,538,306 4.9% 2,802,102 5.4% 4,274,635 263,671 6.2%

７ 商 工 費 1,790,600 2.0% 1,185,219 2.3% 1,897,550 △ 106,950 △ 5.6%

８ 土 木 費 8,725,833 9.5% 4,505,646 8.7% 8,814,731 △ 88,898 △ 1.0%

９ 消 防 費 2,893,307 3.1% 2,199,967 4.2% 2,541,078 352,229 13.9%

10 教 育 費 12,468,331 13.6% 7,461,474 14.4% 14,586,381 △ 2,118,050 △ 14.5%

11 災 害 復 旧 費 384,400 0.4% 15,820 0.0% 633,000 △ 248,600 △ 39.3%

12 公 債 費 9,862,137 10.7% 9,633,500 18.6% 9,137,436 724,701 7.9%

13 諸 支 出 金 545,000 0.6% 0 0.0% 559,000 △ 14,000 △ 2.5%

14 予 備 費 50,000 0.1% 50,000 0.1% 50,000 0 0.0%

91,960,000 100.0% 51,851,364 100.0% 89,770,000 2,190,000 2.4%

区　分
令和７年度

増減額 増減率

合　   計
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●民 生 費 児童手当費 3,847(+901)、私立認可保育所・認定こども園給付費

8,425(+625)、障がい福祉サービス給付事業 5,332(+420)、子ども医療費

助成事業 449(+164)、認可保育所施設整備費補助 328(+92)、生活保護費

1,600(+89)、児童クラブ事業 672(+77)の増などにより、全体で対前年比

7.8％の増(+2,413)となった。 
  
●衛 生 費 感染症対策事業 850(+178)、出雲クリーンセンターほか２施設共通管理

費 304(+162)、妊婦のための支援給付事業 皆増(+132)、佐田クリーンセ

ンター管理費 69(+60)の増、出産・子育て応援交付金事業 皆減(△135)、

旧出雲エネルギーセンター解体費 4(△719)の減などにより、全体で対前

年比△4.7％の減(△309)となった。 
  
●農林水産業費 農業用施設維持管理費 492(+167)、農山漁村発イノベーション整備事業 

皆増(+87)、土地改良事業負担及び補助 309(+55)、電源対策関連土地改

良事業 81(+41)、トキによるまちづくり事業（農業振興課）42(+31)の増、

ため池廃止事業 54(△23)、下水道事業会計繰出(農漁集)1,197(△96)の

減などにより、全体で対前年比 6.2％の増(+264)となった。 
  
●商 工 費 神門通り交通広場等管理費 80(+71)、企業用地造成事業特別会計繰出

62(+57)、出雲いりすの丘公園管理事業 48(+42)の増、すさのおの郷管理運営

事業 5(△35)、観光地・観光産業の再生・高付加価値化事業 皆減(△120)、

中小企業者等物価高騰対策省エネ支援事業 皆減(△130)の減などにより、

全体で対前年比△5.6％の減(△107)となった。 
  
●土 木 費 災害防除事業 338(+66)、道路修繕事業 209(+59)、地方道改修事業(辺

地)63(+50)、市営住宅管理外部委託費 130(+30)、出雲空港周辺対策道路

改良事業 53(+23)の増、交通安全対策道路整備事業 117(△43)、工業団

地周辺整備事業 108(△69)、街路整備事業 163(△206)の減などにより、

全体で対前年比△1.0％の減(△89)となった。 
  
●消 防 費 原子力防災安全対策基金積立 皆増(+263)、消防自動車等更新事業

62(+26)、防災対策費 65(+26)、防災情報伝達システム整備事業 21(+11)、

電算管理費 26(+7)、消防団運営費 44(+4)の増、その他消防施設整備事

業 69(△9)などの減により、全体で対前年比 13.9％の増(+352)となった。 
  
●教 育 費 小学校長寿命化事業 324(+264)、北浜コミュニティセンター整備事業

229(+222)、西野小学校校舎増築事業 259(+206)、特別支援学級施設整備

費(教育施設課) 皆増(+127)、科学館管理運営費 139(+91)、旧大社駅公

開活用整備事業 117(+89)、学校給食費管理運営事業 1,115(+68)、   

スクール・サポート・スタッフ配置事業 皆増(+62)の増、大津小学校屋

内運動場改築事業 93(△648)、今市小学校北校舎改築事業 皆減(△721)、

平田４地区統合小学校整備事業 皆減 (△1,876)の減などにより、全体

で対前年比 14.5％の減(△2,118)となった。 
  
●災 害 復 旧 費 過年発生災害復旧事業の減により、前年対比 39.3％の減(△249)となっ

た。 
  
●公 債 費 令和 3年度災害や出雲エネルギーセンターの元金償還開始により市債元

利償還金が増加し、対前年比 7.9％の増(+725)となった。 
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(４)一般会計歳出予算額(性質別) 

 
《歳出性質別のポイント》             ( )内は前年度対比額、単位：百万円 

●義 務 的 経 費 

○人 件 費 会計年度任用職員費(+378)の増、特別職人件費(△4)、一般職人件費

(△47)の減により、全体で対前比 2.9％の増(+387)となった。 
  

○扶 助 費 児童手当費 3,847(+901)、私立認可保育所・認定こども園給付費

7,905(+582)、障がい福祉サービス給付事業 5,319(+419)、子ども医

療費助成事業 434(+162)、生活保護費 1,600(+89) の増などにより、

全体で対前年比 11.0％の増(+2,177)となった。 
  
○公 債 費 令和 3 年度災害や出雲エネルギーセンターの元金償還開始により

市債元利償還金が増加し、対前年比 7.9％の増(+725)となった。 

  

（単位：千円）

予算額 構成比 予算額

１ 人 件 費 13,546,422 14.8% 13,159,098 387,324 2.9%

9,942,000 10.8% 9,988,822 △ 46,822 △ 0.5%

２ 扶 助 費 21,915,948 23.8% 19,738,964 2,176,984 11.0%

３ 公 債 費 9,862,137 10.7% 9,137,436 724,701 7.9%

45,324,507 49.3% 42,035,498 3,289,009 7.8%

４ 普 通 建 設 事 業 費 11,466,520 12.5% 14,789,774 △ 3,323,254 △ 22.5%

５ 災 害 復 旧 費 384,400 0.4% 633,000 △ 248,600 △ 39.3%

11,850,920 12.9% 15,422,774 △ 3,571,854 △ 23.2%

６ 物 件 費 14,908,008 16.2% 13,677,935 1,230,073 9.0%

７ 維 持 補 修 費 1,158,379 1.3% 874,800 283,579 32.4%

８ 補 助 費 等 8,944,788 9.7% 8,897,045 47,743 0.5%

９ 投 資 及 び 出 資 金 0 0.0% 0 0 0.0%

10 積 立 金 1,870,266 2.0% 1,056,657 813,609 77.0%

11 貸 付 金 655,860 0.7% 668,300 △ 12,440 △ 1.9%

12 繰 出 金 7,197,272 7.8% 7,086,991 110,281 1.6%

13 予 備 費 50,000 0.1% 50,000 0 0.0%

34,784,573 37.8% 32,311,728 2,472,845 7.7%

91,960,000 100.0% 89,770,000 2,190,000 2.4%

増減率

　※（うち一般職人件費）

投資的経費

合　計

その他行政経費

令和6年度
増減額

義務的経費

区　分
令和7年度
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●投 資 的 経 費 

○普通建設事業費 出雲空港周辺家屋移転先造成事業 皆増(+445)、小学校長寿命化事業

324(+264)、斐川行政センター整備事業 712(+243)、北浜コミュニティセ

ンター229(+222)、西野小学校校舎増築事業 259(206)の増、平田 4 地区

統合小学校整備事業 皆減(△1,866)、今市小学校北校舎改築事業 皆減

(△721)、旧出雲エネルギーセンター解体費 4(△719)、大津小学校屋内

運動場改築事業 93(△648)、平田行政センター・平田コミュニティセン

ター複合施設整備事業 72(△488)、鵜鷺コミュニティセンター整備事業 

皆減(△305)の減などにより、全体では対前年比 22.5％の減(△3,323)と

なった。 
  
○災 害復旧 費 過年発生災害復旧事業の減により、前年対比 39.3％の減(△249)となっ

た。 

 

●そ の 他 行 政 経 費 

○物 件 費 「日本の心のふるさと出雲」応援寄附事業 661(+197)、住民情報系シス

テム運用費 449(+193)、感染症対策事業 839(178)、デジタルファースト

推進事業 179(+107)、学校給食費管理運営事業 1,115(+68)、内部情報系

システム運用費 376(+68)、市長・市議会議員選挙費 82(+67)、固定資産

税評価替事務費 70(+65)、児童クラブ事業 592(+61)、参議院議員通常選

挙費 皆増(+61)、一般廃棄物収集運搬事業 655(+51)、戸籍住民登録事務

費 57(+44)、遠距離通学対策事業(小学校)133(+36)、教師用教科書・指

導書購入費(中学校)33(+32)、農業用施設維持管理費 157(+30)の増、教

師用教科書・指導書購入費(小学校)5(△77)の減などにより、全体では対

前年比 9.0％の増(+1,230)となった。 
  
○維 持補修 費 農業用施設維持管理費 229(+139)、科学館管理運営費 89(+86)、道路修繕

事業 200(+67)、庁舎等維持管理経費 31(+29)、出雲いりすの丘公園管理

事業 33(+27)、泉源施設維持管理事業 25(+24)、出雲弥生の森博物館管理

費 39(+21)、風の子楽習館管理運営費 21(+21)、パルメイト出雲管理運営

事業 22(+20)、道路施設省エネルギー化事業 40(+20)、山陰本線沿線施設

管理費 17(+17)、西谷墳墓群史跡公園管理費 16(+15)の増、旧ご縁ネット

施設撤去事業 皆減(△143)、さんぴーの出雲管理運営費 1(△47)、湖西

斎場管理運営費 1(△13)の減などにより、全体では対前年比 32.4％の増

(+284)となった。 
  
○補 助 費 等 農山漁村発イノベーション整備事業 皆増(+87)、市長・市議会議員選挙

47(+46)、私立認可保育所・認定こども園給付費 520(+43)、私立認可保

育所等特別事業補助 326(+36)、農業用施設維持管理費 105(+21)、病院事

業会計繰出 629(+18)、参議院議員通常選挙費 皆増(+17)、児童クラブ事

業 74(+15)の増、中小企業者等物価高騰対策省エネ支援事業 皆減  

(△130)、下水道事業会計繰出(農漁集)1,197(△96)の減などにより、全

体では対前年比 0.5％の増(+48)となった。 
  
〇積 立 金 「日本の心のふるさと出雲」応援寄附事業基金積立 1,504(+503)、原子

力防災安全対策基金積立 皆増(+263)、森林環境整備基金事業 45(+27)の

増などにより、全体では対前年比 77.0％の増(+814)となった。 
  
○繰 出 金 後期高齢者医療事業特別会計繰出 2,787(+67)、企業用地造成事業特別会

計繰出 62(+57)、介護保険事業特別会計繰出 2,987(+27)の増、国民健康

保険事業特別会計繰出 1,279(△38)の減などにより、全体では対前年比

1.6％の増(+110)となった。 
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(５)各特別会計の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

１ 国 民 健 康 保 険 事 業 17,297,000

２ 国 保 橋 波 診 療 所 事 業 11,000

３ 診 療 所 事 業 85,000

４ 後 期 高 齢 者 医 療 事 業 5,131,600

５ 介 護 保 険 事 業 19,403,000

６ 浄 化 槽 設 置 事 業 141,200

７ 企 業 用 地 造 成 事 業 468,000

８ 高野令一育英奨学事業 3,200

会　計　名 予算額 事　　業　　概　　要

保険給付費 12,539,070
事業費納付金 4,177,000　ほか

人件費 7,700　　医療材料費等 3,200　予備費 100

乙立里家 22,400　  塩津 4,300　　日御碕 7,200
鷺浦 6,500　　休日・夜間 43,600　 予備費 1,000

出雲斐川インター企業団地造成事業費 365,000
（仮称）湖陵工業団地造成事業費 86,000
公債費 17,000

保険料等負担金 2,896,000
療養給付費負担金 2,169,600
保険料徴収等事務費 31,100　一般職人件費 31,600　ほか

保険給付費 18,169,200 　地域支援事業費 595,800
認定審査・調査費等事務費 298,300
一般職人件費 216,540 　ほか

奨学金貸付 2,880（継続3人、新規1人）   基金積立金 320

維持管理費 100,170   公債費 40,530   予備費 500



- 37 - 

＜参 考＞ 

 

① 地方消費税交付金(社会保障財源化分)の使途内訳 

 

 

  

（歳入）　地方消費税交付金（社会保障財源化分） 総額 ２３.３億円

（歳出）　社会保障４経費及びその他社会保障施策に要する経費 総額 ３４１.３億円

（ うち一般財源 １４１.０億円 ）

【社会保障４経費及びその他社会保障施策に要する経費】 （単位：千円）

国 県支 出金 地 方 債 そ の 他
地 方 消 費 税 交
付金 （引 上げ分） そ の 他

社会福祉総務費 222,430 34,168 0 100 31,099 157,063

社会福祉施設費 165,400 50,261 41,800 2,992 11,627 58,720

障がい者福祉費 6,081,040 4,412,818 4,600 21,510 271,405 1,370,707

老人福祉費 233,971 6,972 0 51,970 28,929 146,100

福祉医療費 468,250 187,060 7,700 94,500 29,583 149,407

乳幼児医療費 413,170 147,847 4,700 33,200 37,588 189,835

児童福祉総務費 2,363,113 1,184,773 100,300 330,865 123,492 623,683

児童措置費 13,099,096 9,526,547 0 595,501 492,041 2,485,007

母子福祉費 26,990 16,005 0 1,550 1,559 7,876

児童福祉施設費 65,870 11,557 0 32,399 3,622 18,292

生活保護総務費 76,297 45,842 0 4,000 4,372 22,083

生活保護扶助費 1,602,300 1,226,594 0 8,500 60,691 306,515

小計 24,817,927 16,850,444 159,100 1,177,087 1,096,008 5,535,288

国民健康保険費 1,058,428 624,368 0 0 71,741 362,319

介護保険費 3,043,605 240,201 0 118,613 443,737 2,241,054

国民年金費 4,100 4,100 0 0 0 0

後期高齢者医療費 2,881,384 415,350 0 0 407,581 2,058,453

小計 6,987,517 1,284,019 0 118,613 923,059 4,661,826

保健衛生総務費 11,130 370 0 1,068 1,602 8,090

健康増進費 256,400 1,105 82,600 21,980 24,910 125,805

予防費 1,487,620 177,945 0 155,457 190,767 963,451

病院費 562,646 0 0 0 92,993 469,653

診療所費 4,000 0 0 0 661 3,339

小計 2,321,796 179,420 82,600 178,505 310,933 1,570,338

34,127,240 18,313,883 241,700 1,474,205 2,330,000 11,767,452

特定財源 一般財源

社
会
福
祉

社
会
保
険

保
健
衛
生

合計

※地方消費税交付金（社会保障財源化分）は、各事業に要する一般財源の比率に応じて按分して充当している。

　 地方消費税率の引上げによる引上げ分の地方消費税収（市町村においては「地方消費税交付金（社会保障
財源化分）」）については、社会保障４経費（制度として確立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに
少子化に対処するための施策に要する経費）及びその他社会保障施策（社会福祉、社会保険及び保健衛生に
関する施策）に要する経費に充てることとされている。
　 出雲市では、下表のとおり各事業に充当している。

区分 経費

財源内訳
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② 都市計画税の使途内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

369,100

57,000

0

0

426,100

0

2,411,442

2,837,542

181,100

229,855

0

158,000

2,268,587

2,837,542

5.6%

　都市計画税は、地方税法第702条の規定に基づき、都市計画事業又は土地区画整理事業に要
する費用に充てるために課税されている目的税である。
　令和７年度の都市計画税は、下表のとおり都市計画事業費等の財源として活用する予定である。

 区       　分
令 和 7 年 度
予 算 額

都市計画
事業費等

街 路

公 園

下 水 道

そ の 他

都 市 計 画 事 業 計

土 地 区 画 整 理 事 業

都市計画税充当割合

※地方債償還額は、都市計画事業の財源として借り入れた市債の元利償還額を計上している。

（単位：千円）

地 方 債 償 還 額 ※

合 計

財源内訳

地 方 債

国 ・ 県 支 出 金

負 担 金 そ の 他

都 市 計 画 税 収 入 額

一 般 財 源 等

合 計
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③ 入湯税の使途内訳 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

④ 森林環境譲与税の使途内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

27,700

11,100

7,900

44,500

91,200

91,200

0

91,200

財源内訳

森 林 環 境 譲 与 税 収 入 額

一 般 財 源

合　　　　　計

合 計

事　　　業　　　名

森 林 環 境 整 備 基 金 事 業

森 林 機 能 発 揮 事 業

市 産 材 利 活 用 ・ 林 産 物 振 興 事 業

攻 め の 林 業 推 進 事 業

　森林環境譲与税は、「森林の整備に関する施策」、「森林整備を担うべき人材の育成及び確保」、
「森林の有する公益的機能に関する普及啓発」、「木材の利用の促進」、「その他の森林の整備の
促進に関する施策」に要する費用に充てるために課税されている目的税である。
　令和7年度の森林環境譲与税は、下表のとおり森林整備をはじめとした各種事業の財源として活
用する予定である。
　なお、下表の令和7年度予算額は、森林環境譲与税充当対象事業費を計上している。

令 和 7 年 度
予 算 額

（単位：千円）

74,200

55,300

57,800

5,750

3,000

196,050

37,000

500

116,000

34,000

8,550

196,050

財源内訳

国 ・ 県 支 出 金

地 方 債

負 担 金 そ の 他

入 湯 税 収 入 額

一 般 財 源

合　　　　　計

　入湯税は、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設及び消防施設その他消防活動に必要な施
設の整備並びに観光の振興（観光施設の整備を含む。）に要する費用に充てるために課税され
ている目的税である。
　令和7年度の入湯税は、下表のとおり観光振興事業費の財源として活用する予定である。
　なお、下表の令和7年度予算額は、入湯税充当対象事業費を計上している。

 区　        分
令 和 7 年 度
予 算 額

観光振興
事業費

観 光 振 興 事 業

日 本 遺 産 推 進 事 業

合　　　　　計

観 光 誘 客 推 進 事 業

国 立 公 園 満 喫 プ ロ ジ ェ ク ト 推 進 事 業

イ ン バ ウ ン ド 推 進 事 業
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（単位：千円）

96,216,300 2,407,000 98,623,300 第８回

国 民 健 康 保 険 事 業 17,612,200 17,612,200

国 保 橋 波 診 療 所 事 業 10,000 10,000

診 療 所 事 業 86,000 86,000

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 5,000,800 5,000,800

介 護 保 険 事 業 19,656,600 19,656,600

浄 化 槽 設 置 事 業 138,500 138,500

風 力 発 電 事 業 14,500 △ 11,158 3,342 第１回

企 業 用 地 造 成 事 業 485,000 485,000

高野令一育英奨学事業 3,800 0 3,800 第１回

計 43,007,400 △ 11,158 42,996,242

139,223,700 2,395,842 141,619,542

・高野令一育英奨学事業は、歳入予算の款項内訳の補正

合　　　計

補正前予算額 補正回数補正予算額 計会　　　計　　　名

一 般 会 計

特
　
　
別
　
　
会
　
　
計

Ⅲ 令和６年度３月補正予算＜一般会計(第８回)・特別会計＞の概要 
 

この補正予算は、国の補正予算により増額された地方創生臨時交付金を活用した 

物価高騰対策関連経費をはじめ、「日本の心のふるさと出雲」応援寄附金や企業版  

ふるさと納税寄附金を次年度以降の実施事業に充当するための基金積立のほか、国の

補正予算内示に伴う道路、都市公園遊具及び教育施設等の整備・改修経費の追加、  

決算見込みに基づく事業費の減額などを中心に、所要の補正を行うものである。 

 

(１)各会計別予算額 
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《一般会計補正予算の財源内訳》 

〇国・県支出金 １，０１４，０７３千円 

〔うち地方創生臨時交付金 ７３９，０００千円〕 

〇市 債 △１２８，２００千円 

〇寄附金 ７８０，５６７千円 

〇市税 １５０，０００千円 

〇地方交付税 ８０５，７０５千円 

〇その他 △２１５，１４５千円 

計 ２，４０７，０００千円 

 

《令和６年度地方創生臨時交付金の状況》 

〇低所得世帯支援枠等 

既充当額 ２，２９１，８００千円 

今回補正予算計上額 ６６０，０００千円 

計 ２，９５１，８００千円 

〇地方単独事業分 

既充当額 １６５，０００千円 

今回補正予算計上額 ７９，０００千円 

計 ２４４，０００千円 

合  計 ３，１９５，８００千円 

 

《災害復旧事業（令和６年度予算）の状況》 

〇現年発生災害（令和６年度分） 

既予算計計上額 ４５９，８００千円 

今回補正予算計上額 △３２，０００千円 

計 ４２７，８００千円 

〇過年発生災害（令和３年度・令和５年度） 

既予算計計上額 ７０３，０００千円 

合  計 １，１３０，８００千円 
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(２)主要事業 
 

《一般会計》 

①物価高騰対策関連事業 
(関係各課) 768,960 千円 

 
〇低所得世帯支援給付金・定額減税補足給付金事業 

令和 6 年分の所得確定に伴う、令和 6 年度に給付した定額減税補
足給付金の額が不足する者等に対する給付金の追加 

 
〇学校給食費管理運営事業 

価格高騰に伴う学校給食物資購入費分の追加 
（保護者負担の軽減分） 

〇中小企業者等高圧電力価格高騰対策特別給付金事業 
電力価格高騰の影響を受ける中小企業者等に支給する特別給付金 

 
〇飼料高騰支援事業 

飼料価格高騰の影響を受ける畜産農家に支給する補助金 
 
〇中小企業者等物価高騰対策省エネ支援事業 

申請件数減の見込みに基づく補助金の減額 
 
〇指定管理施設管理運営事業 

電気料金・燃料費高騰の影響により収支不足となる施設に対する指
定管理料の追加（11施設） 

 

 

(国庫支出金) 

660,000 千円 

 

 

 

27,000 千円 

 

 

 

80,400 千円 

 

 

30,000 千円 

 

 

△38,000 千円 

 

 

9,560 千円 

②基金積立関連事業 
(関係各課) 1,514,200 千円 

 
〇「日本の心のふるさと出雲」応援寄附事業基金積立 

応援寄附金額の増に伴う基金積立金の追加 
 

〇「日本の心のふるさと出雲」応援寄附事業 
返礼品進呈経費等の追加 

〇総合振興計画等推進事業 
令和 6 年度に受け入れる企業版ふるさと納税寄附金のうち次年度

以降実施事業充当分の基金積立 
 
〇減債基金積立 

令和 6年度に追加交付を受けた普通交付税のうち「臨時財政対策債
償還基金費」分の基金積立 

 
〇公共施設整備基金積立 

今後の施設整備に備えるための基金積立 
 

 

(寄附金) 

750,000 千円 

 

 

378,000 千円 

 

 

25,100 千円 

 

 

 

261,100 千円 

 

 

 

100,000 千円 

③私立認可保育所・認定こども園給付費 
(保育幼稚園課) 619,700 千円 

 
令和 6年人事院勧告を踏まえた公定価格の改定に伴う給付費の追加等 

 

(国・県支出金) 
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④国補正予算関連分 
(関係各課) 990,887 千円 

 
国の補正予算内示に伴い、事業の前倒しを行う。 

(国庫支出金、市債) 

〇地方道改修事業 
高松 95号線、吉葉線、船津所原線、伊野本線、新川中央線 

 
〇その他道路・街路整備事業 

企業用地造成関連事業（斐川 100号線） 
工業団地周辺整備事業（斐川 2459号線） 
泉源施設維持管理事業（湯の川泉源進入橋） 
街路整備事業（高砂町渡橋線（2工区）） 

 
〇公園リフレッシュ整備事業 

遊具改修（一の谷公園、美保北公園、新町児童公園） 
 
〇県営事業負担金の追加 

土地改良事業、農道災害防除事業、県営事業負担（街路） 
 

〇教育施設の改修 
幼稚園・小学校・中学校の防犯カメラ設置 
小学校・中学校・学校給食センターのエアコン更新 
中学校特別教室へのエアコン整備（7校）等 
 

 

100,000 千円 

 

 

288,300 千円 

 

 

 

 

 

46,000 千円 

 

 

90,187 千円 

 

 

466,400 千円 

⑤決算見込みに基づく事業費の減 
(関係各課) △1,609,129 千円 

 
令和 6年度決算見込みに基づく事業費の減 
 

(国・県支出金、市債ほか) 

 

《特別会計》 

①風力発電事業特別会計 
(環境政策課) △11,158 千円 

 
風力発電設備の民間譲渡に伴う減額（特別会計の廃止） 

 

(事業収入、繰入金ほか) 
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市 民 税 課 11,800 11,800 0 0

1,400,000 1,400,000 0 0

390,000 390,000 0 0

490,000 490,000 0 0

660,000 660,000 0 0

2,951,800 2,951,800 0 0

商 工 振 興 課 110,000 △ 38,000 72,000 △ 38,000 0 0

〃 0 80,400 80,400 60,000 0 20,400

農 業 振 興 課 0 30,000 30,000 30,000 0 0

学 校 給 食 課 0 27,000 27,000 27,000 0 0

110,000 99,400 209,400 79,000 0 20,400

商 工 振 興 課 30,290 30,000 230 60

農 業 振 興 課 15,000 15,000 0 0

学 校 給 食 課 92,800 73,500 9,800 9,500

138,090 118,500 10,030 9,560

(単位:千円)

令和６年度
既定予算

令和６年度
３月補正予算

令和７年度
当初予算

合 計

138,090 118,500 10,030 9,560

512,990 362,500 75,653 74,837

275,500 165,000 65,623 44,877

99,400 79,000 0 20,400

合計

⑶ 令和６年度及び７年度の事業費・財源内訳

区分 事 業 費
財源内訳

臨時交付金
（地方単独事業分）

その他財源 一般財源

※２ 地方創生臨時交付金活用事業費のみ表示

学校給食費管理運営事業
　※２

合計

※１ 令和６年度決算見込に基づき減額補正する事業費を除き、地方創生臨時交付金活用事業費のみ表示

⑵ 令和７度当初予算 (単位:千円)

担　当　課 事　業　名

事　業　費 当初予算額の財源内訳

当　初
予算額

臨時交付金
(地方単独
事業分)

その他財源 一般財源

地場企業支援事業

農業用除草機械導入支援事業

中小企業者等物価高騰対策省
エネ支援事業

中小企業者等高圧電力価格高
騰対策特別給付金事業

飼料高騰支援事業

学校給食費管理運営事業
　※１

担　当　課 事　業　名

事　業　費 補正予算額の財源内訳

現　行
予算額

補　正
予算額

補正後
予算額

臨時交付金
(地方単独
事業分)

その他財源 一般財源

合計

２．地方単独事業分

⑴ 令和６年度３月補正予算＜一般会計(第８回)＞ (単位:千円)

令和６年度１月補正予算
＜一般会計（第７回）＞

低所得世帯支援給付金・
定額減税補足給付金事業

令和６年度６月補正予算
＜一般会計（第１回）＞

福 祉 推 進 課
市 民 税 課

令和６年度３月補正予算
＜一般会計（第８回）＞

令和６年度当初予算
定額減税・定額減税補足給付
金関係電算委託

令和６年度９月補正予算
＜一般会計（第３回）＞

【別表】

地方創生臨時交付金活用事業の事業費・財源内訳

１．低所得世帯支援枠等 (単位:千円)

区分 担　当　課 事　業　名 事業費

財源内訳

臨時交付金
(低所得世帯
支援枠等)

その他財源 一般財源
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＜資  料＞  

 基金現在高見込(普通会計） （単位：百万円）

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

決　算　額 決　算　額 決　算　額 見　込　額 見　込　額

年度末現在高 4,756 5,534 5,995 5,940 4,747

年度末現在高 5,631 5,440 5,066 4,706 4,447

年度末現在高 10,387 10,974 11,061 10,646 9,194

地方債現在高見込(普通会計） （単位：百万円）

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

決　算　額 決　算　額 決　算　額 見　込　額 見　込　額

13,656 4,628 10,564 8,611 9,001

10,191 9,349 8,879 8,769 9,444

99,529 94,808 96,493 96,335 95,892

30,538 28,568 26,208 23,891 21,369

68,991 66,240 70,285 72,444 74,523

178,303 171,643 170,918 170,217 168,302

実質公債費比率（３か年平均） （単位：％）

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

決　算　値 決　算　額 決　算　額 見　込　額 見　込　額

12.6 12.5 12.3 11.8 12.1

△ 0.3 △ 0.1 △ 0.2 △ 0.5 0.3

【注】令和6年度・令和7年度は現時点での見込み値である。

実質公債費比 率（ ３か 年平 均）

前 年 度 比

〔 参 考 〕 全 会 計 年 度 末 現 在 高

区　　　　　　　　　　分

区　　　　　　　　　　分

財 調 ・ 減 債 基金

そ の 他 基 金

合　　　　　計

区　　　　　　　　　　分

地 方 債 発 行 額

地 方 債 元 金 償 還 額

臨 時 財 政 対 策 債

建 設 事 業 等 債

年 度 末 現 在 高

内
訳

80,000

90,000

100,000

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

百万円

普通会計地方債年度末現在高
(令和６年度・令和７年度は見込)


